
 

 
 

 

 

 

 

最終とりまとめ 
 

 

～ 関係人口の拡大・深化と地域づくり ～ 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

令和３年３月 

ライフスタイルの多様化と関係人口に関する懇談会 

 



 

 
 

ライフスタイルの多様化と関係人口に関する懇談会 最終とりまとめ 目次 
1. 関係人口とは何か ..................................................................................................................... 1 

1.1. はじめに ......................................................................................................................... 1 
1.2. 人口減少と関係人口 ....................................................................................................... 1 
1.3. 関係人口の全体像 .......................................................................................................... 3 
1.4. 関係人口の基本的性格 ................................................................................................... 7 
1.4.1. ライフスタイルの多様化と関係人口 ............................................................................. 7 
1.4.2. 都市部と地方部を行き来する関係人口 ........................................................................ 10 
1.4.3. 関係人口（訪問系）のペルソナ ................................................................................... 10 
1.4.4. 関係人口の多面的機能 .................................................................................................. 11 
1.4.5. 関係人口と県人会（同窓会） ...................................................................................... 13 
1.4.6. オンライン関係人口 ..................................................................................................... 14 

1.5. 関係人口の動態 ............................................................................................................ 18 
1.5.1. 関係人口と移住 ............................................................................................................ 18 
1.5.2. 関係人口のダイナミズム（関係人口（訪問系）の対流の状況）................................ 21 
1.5.3. 地域内関係人口 ............................................................................................................ 24 

1.6. 新型コロナウイルスの感染拡大が関係人口に及ぼした影響を踏まえた今後の展開 .. 29 
2. 関係人口と地域づくり ............................................................................................................ 32 

2.1. 地域づくりにおける“関わりしろ” ................................................................................ 32 
2.2. 地域づくりの新たな担い手 .......................................................................................... 35 
2.3. 関係人口と創り上げる新しい内発的発展 .................................................................... 38 

3. 関係人口の拡大・深化に向けて.............................................................................................. 41 
3.1. 関係人口の持続化（地域と関係人口の適切な距離感） .............................................. 41 
3.2. 地域と関係人口のつながりの創出 ............................................................................... 42 
3.2.1. 関係人口を迎えるに当たっての地域の対応 ................................................................ 42 
3.2.2. 関係人口が地域（人）との関わりを深めるためのポイント ....................................... 43 
3.2.3. 都市部に居住し地方部を訪問する関係人口 ................................................................ 43 
3.2.4. 関係人口と地域の人の“つながり”のサポート.............................................................. 46 

3.3. シェアリングと関係人口.............................................................................................. 54 
3.3.1. シェアリングの基本的な効果 ...................................................................................... 54 
3.3.2. 関係人口の拡大・深化におけるシェアリングの役割 .................................................. 56 

4. 議論のまとめ ........................................................................................................................... 58 
4.1. 懇談会を通じて明らかになったこと ........................................................................... 58 
4.2. 施策の方向性 ................................................................................................................ 60 
4.3. 関係人口と連携・協働した地域づくりにおける行政の具体的な役割 ........................ 60 

 
 



 
 

1 

 

1. 関係人口とは何か 
1.1. はじめに 

地方部では、人口減少・少子高齢化が進んでいることに加え、高速交通ネットワークの進

展により、地域構造が変化した結果、従来の中小都市が周辺の農山漁村の生活機能を複合的

に網羅するような圏域が融解し、都市的サービスが縮小傾向にあることから、地域の“担い

手”や“生業”の確保が必要となっている状況である。 

また、人生 100 年時代を迎え、マルチステージ型の人生を送りたいというニーズが増える

ことに伴い、人生を豊かなものにするために自らのペースで取り組める地域活動、地域にお

ける居場所が求められている。さらに、新型コロナウイルスの感染拡大は、都市住民の地方

部に対する関心を高めている。 

このような中、地域の活力を維持・向上させていくためには、｢関係人口｣（移住や観光で

もなく、単なる帰省でもない、日常生活圏や通勤圏以外の特定の地域と継続的かつ多様な形

で関わり、地域の課題の解決に資する人などをいう。以下同じ。）の拡大・深化を含めて、地

域に存在する活動力を高めていく必要があり、今後一層、人々の関心を地域に向けていくこ

とが重要となる。 

このため、令和元年７月に設置された「ライフスタイルの多様化等に関する懇談会」にお

いて計４回の議論を行った後、この議論を踏襲して令和２年７月に設置された「ライフスタ

イルの多様化と関係人口に関する懇談会」（以下「本懇談会」という。）において計６回の議

論を行っている。 

本懇談会では、全国レベルで関係人口の類型化・定量化を図るとともに、その実態を明ら

かにしつつ、ライフスタイルの変化、シェアリングの拡大、新型コロナウイルス感染拡大等、

トレンドを踏まえながら、地域側の視点を取り入れた関係人口の拡大・深化に向けた施策の

方向性を検討し、関係人口と連携・協働する地域づくりの在り方について整理を行った。 

 
1.2. 人口減少と関係人口 

国立社会保障・人口問題研究所（日本の地域別将来推計人口）によると、三大都市圏及び

政令指定都市を除く各地域の人口は、2015 年の人口を 100 とした場合、2045 年には 64 から

82 程度になると推測される（図１）。同時に高齢化が進行することが予想され、地方部におい

ては、地域活力の大幅な低下が懸念されるところである。 

地域を維持していくためには、地域の課題解決等に必要な｢活動力｣を確保していく必要が

ある。ただし、地域の維持に必要となる絶対的な活動量の基準は存在せず、地域づくりにお

いては、人口減少等に適応した活動を行っていくことに留意が必要である。 

少子高齢化が進行し、人口が減少している地域においては、地域住民の｢活動力｣を増進さ

せるとともに、関係人口を新たな地域づくりの担い手として捉えていくことが考えられる。  

例えば、図２にあるように、現在、一定数の定住人口と関係人口が存在している地域にお

いて、地域に影響を及ぼす活動力を発揮する人が定住人口及び関係人口より確保できている

と仮定する。関係人口が地域に関わることにより、将来パターン１及び将来パターン２のよ

うに定住人口が減少した場合でも、増加した関係人口が定住人口の活動力を補うことや（将
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来パターン１）、関係人口が増加することにより定住人口が活性化され結果的に活動力を確保

すること（将来パターン２）が想定される。一方で、将来パターン３のように、定住人口が

予想以上に減少し、関係人口も思うように増加しない場合は、地域を維持できる十分な活動

力が確保できず、地域力が低下するおそれがある。 

地域づくりにおいては、地域自らが将来像を明確にするとともに、どのように関係人口と

協働して地域づくりを進めていくかをイメージすることが重要である。 

 
図１ 地域ブロック別総人口の減少率（三大都市圏及び政令市を除く） 

 

 

図２ 地域の維持・向上に必要な活動力（地方部のイメージ） 
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関係人口には、地域の産業創出、地域づくりのプロジェクト企画・運営・協力、地域での

ボランティア参加、地元企業での労働、農林水産業への従事など、地域の内発的発展に比較

的直接的に寄与する人から、地域においてテレワーク又は副業を行う人、地域の人との交流

イベント、体験プログラム等に参加する人、地域での消費活動や趣味活動を楽しむ人など、

地域と様々な関わりを持つ人が存在する（図３）。同様に、定住人口においても、地域への

影響が強い人から地域の関わりがほとんどない人が存在する。地域づくりの観点からは、地

域への影響が強い関係人口及び定住人口を増やしていくことが重要ではあるものの、特に目

立った活動をしない人を含めて、多種多様な関係人口及び定住人口が存在し、ごちゃ混ぜに

なって活動することにより、地域が賑やかになることが望ましいと考える。 

 

1.3. 関係人口の全体像 
｢地域との関わりについてのアンケート｣（以下「アンケート」という。）は、令和 2年 9

月 29 日（火）から 10月 6 日（火）を調査期間として、18歳以上の三大都市圏の都市部1

（以下｢三大都市圏｣という。）居住者及びその他地域2の居住者を対象に実施した全国を対象

としたインターネット WEB アンケート調査である。一次調査として三大都市圏居住者及びそ

の他地域居住者にそれぞれ７万５千サンプルを配布し、二次調査としてそれぞれ２万サンプ

ルを回収することを目標とした。結果として、一次調査として 149,522 サンプル、二次調査

として 38,623 サンプル（三大都市圏＋その他地域）を回収しており、当初予定していたサ

ンプル数をほぼ確保している（有効回答数は、一次調査：148,831 サンプル、二次調査：

37,939 サンプル）。 

                                                   
1  三大都市圏からの転入超過回数（1.5.1.関係人口と移住）とは｢三大都市圏｣の定義が異な

る。本調査での三大都市圏の定義については、P63 を参照。 
2  上述の三大都市圏を除く、すべての地域を示す。以下同じ。 
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図３ 関係人口と地域との関わり 
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なお、アンケートの実施に当たっては、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を除外する

ために、新型コロナウイルス感染拡大の前の状況（令和２年２月以前の直近）を前提とした

質問項目を設定している。アンケート結果の詳細については、令和３年３月 17日に国土交

通省がプレスリリースを行った「全国の「関係人口」は 1,800 万人越！～「地域との関わり

についてのアンケート」調査結果の公表～」を参照されたい。 

定義として、移住や観光でもなく、単なる帰省でもない、日常生活圏や通勤圏以外の特定

の地域と継続的かつ多様な関わりと持ち、かつ、訪問している人（地縁・血縁的な目的のみ

の訪問及び特定の生活行動や用務を行っている人を除く）を｢関係人口（訪問系）3｣とする

とともに、地域を訪問しないが、ふるさと納税、クラウドファンディング、地場産品等購

入、特定の地域の仕事の請負、情報発信、オンラインを通じた交流等を行っている人を｢関

係人口（非訪問系）｣とした。 

また、関係人口（訪問系）については、地域における過ごし方（地域との関わり方）に応

じて分類を行った（大分類）。同一地域で複数の取組を行っている関係人口については、地

域との結びつき度が強い（地域の内発的発展への寄与が直接的である）取組を優先的に計測

している。なお、次の大分類については、地域との結びつき度が強い（地域の内発的発展へ

寄与が直接的である）ものから掲げている。なお、地縁・血縁先の訪問を主な目的として地

域を訪れている人及び特定の生活行動や用務を行っている人は、地縁・血縁的な訪問者とし

て整理している。 
 

① 直接寄与型 

産業の創出、商店街の空き店舗等の有効活用の活動、朝市・マルシェへの出店活動、

ボランティア、地域資源・まちなみの保全活動、まちおこし・むらおこしにつながるよ

うなプロジェクトの企画・運営又は協力・支援等 

   ② 就労型（現地就労） 

地元企業・事業所での労働（地域における副業）、農林水産業への就業、農林漁業者

へのサポート（援農等） 

   ③ 参加・交流型 

地域の人との交流やイベント、体験プログラム等に参加 

   ④ 就労型（テレワーク） 

本業として普段行っている業務や仕事（テレワークなど）、訪問地域外の業務や仕事

（テレワーク／副業など） 

⑤ 趣味・消費型 

地縁・血縁先以外で、地域での飲食や趣味活動等を実施（他の活動をしていない） 
 

一人の関係人口が複数の地域（最大３つ）と関わりがある場合に、地域との関わりが強い

とされる取組を代表的な取組として計測し、大分類を行ったものを「人数ベース」という。

また、一人の関係人口が複数の地域（最大３つ）と関わりがある場合に、すべての地域との

関わりを計測し、延べ数で整理したものを「訪問地域数ベース」という。 

                                                   
3  訪問系であっても、非訪問系の取組を行っている人を含んでいる。 
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アンケートの実測値について母集団推計を行うと、三大都市圏では、18歳以上の居住者

（約 4,678 万人）のうち、約 18％（約 861 万人）が関係人口として、日常生活圏、通勤圏

等以外の特定の地域を訪問していることが判明した（図 4－1）。内訳として、直接寄与型が

約 301 万人存在する等、地域との関わりが強い関係人口が多数存在している。 

その他地域については、18 歳以上の居住者（約 5,937 万人）のうち、約 16％（約 966 万

人）が関係人口として、日常生活圏、通勤圏等以外の特定の地域を訪問していることが判明

した（図 4－2）。その内訳は、三大都市圏と同様、直接寄与型が約 327 万人存在する等、地

域との関わりが強い関係人口が多数存在している。 

 

 

 

関
係
人
口
（訪
問
系
）

地縁・血縁的な
訪問者

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和2年9月実施）、三大都市圏居住者（人数ベース）

※ 四捨五入の関係上、合計が一致しない場合がある

関係人口（非訪問系）
約123万人、約2.6% 直接寄与型 約301万人、約6.4%

就労型（現地就労） 約49万人、約1.0%

参加・交流型 約189万人、約4.0%
就労型（テレワーク）
約88万人、約1.9%

趣味・消費型
約233万人、約5.0%

地縁・血縁先の訪問を
主な目的として地域を訪れている人
約263万人、約5.6%

特定の生活行動や用務を
行っている人
約24万人、約0.5%

特定の地域と関わりのない人
約3409万人、約72.9%

関
係
人
口
（訪
問
系
）

地縁・血縁的な
訪問者

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和2年9月実施）、その他地域居住者（人数ベース）

※ 四捨五入の関係上、合計が一致しない場合がある

関係人口（非訪問系）
約128万人、約2.2% 直接寄与型 約327万人、約5.5%

就労型（現地就労） 約60万人、約1.0%
参加・交流型 約217万人、約3.7%

就労型（テレワーク）
約94万人、約1.6%

趣味・消費型
約267万人、約4.5%
地縁・血縁先の訪問を
主な目的として地域を訪れている人
約258万人、約4.3%

特定の生活行動や
用務を行っている人
約29万人、約0.5%

特定の地域と関わりのない人
約4556万人、約76.7%

図４－１ 三大都市圏居住者の日常生活圏、通勤圏等以外の地域との関わり 

図４－２ その他地域居住者の日常生活圏、通勤圏等以外の地域との関わり 
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三大都市圏からその他地域を訪問している関係人口（訪問系）が訪問している地域区分に

ついては、約７割が市街地部等を訪問しており、その他地域への関わりであっても市街地部

への関わりの割合が大きいことが確認できる。また、約１割の関係人口（訪問系）が農山漁

村部を訪問している。これは、人数ベース及び訪問地域ベースで同様の傾向が確認できる

（図 5-1、5-2）。 
 

 
 
 

 
 
 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

市街地部（商業集積地、オフィス街等）

市街地部（住宅地）

市街地部（市街地内農林地等）

郊外部（郊外住宅地）

郊外部（周辺農林地等）

農山漁村部

その他

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、人数ベース

関係人口（訪問系）が訪問している地域区分

■ 三大都市圏に居住し、その他地域に関わる関係人口（訪問系）

回答者総数：7,139人

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

市街地部（商業集積地、オフィス街等）

市街地部（住宅地）

市街地部（市街地内農林地等）

郊外部（郊外住宅地）

郊外部（周辺農林地等）

農山漁村部

その他

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、訪問地域数ベース

関係人口（訪問系）が訪問している地域区分

■ 三大都市圏に居住し、その他地域に関わる関係人口（訪問系）

回答者総数：7,139人
訪問地域数：13,410地域

図５－２ 関係人口（訪問系）が訪問している地域区分（訪問地域数ベース）  

図５－１ 関係人口（訪問系）が訪問している地域区分（人数ベース）  
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三大都市圏に居住する関係人口（訪問系）直接寄与型の地域における過ごし方について

は、地域のまちおこし等のプロジェクトの企画・運営又は協力・支援、地域でのボランティ

アや共助活動への参加等の直接寄与活動とあわせて、参加・交流活動や趣味・消費活動が行

われていることがわかった（図６）。関係人口が地域に赴いた際には、一つの取組を行うだ

けではなく、複数の取組を複合的に実施している様子が伺える。関係人口の地域における取

組の広がりを確認できる。 

 

1.4. 関係人口の基本的性格 
1.4.1. ライフスタイルの多様化と関係人口 

｢人生 100 年時代構想会議 中間報告｣（平成 29年 12 月）において、｢我が国は健康寿命

が世界一の長寿社会を迎える中、今後、人々は｢教育・仕事・老後｣という３ステージの単線

型の人生だけではなく、マルチステージ型の人生を送る変化が訪れる｣との指摘がなされて

いる。 

働き方の変化については、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、テレワークを導入する

企業が増加しており、感染状況により変化はあるものの、全体として、テレワーク人口は拡

大傾向にある。また、副業を許容する企業が増えるとともに、特定の企業に属さないフリー

ランスの拡大が確認されており、働き方は多様化しつつある。個人の価値観・人生観につい

ても、一箇所に居住するというスタイルから、多地域居住者や特定の居住地を持たないアド

レスホッパーと呼ばれる人が出現する等、個人の生き方（ライフスタイル＝生活様式・営み

方）が多様化している。働き方の変化や個人の価値観・人生観の多様化は、時間的制約の低

減につながり、時間の使い方の多様化を生み出し、地域への関心や興味を持つことへの素地

を形成することになり、人生における新たな活躍の場として、地域と関わりを持つことが期

待される。人と地域とのつながりのサポートやシェアリングが有効に機能すれば、地域住

民、移住者及び関係人口と地域との距離を近づけ、新たなコミュニティの形成を促進し、地

域住民、移住者、関係人口等が連携・協働した地域づくりの推進につながる（図７）。 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

地域の交流拠点などで創発されるプロジェクトやコミュニティへの主体的な参加
地域のまちおこし・むらおこしにつながるようなプロジェクトの企画・運営、又は協力・支援等

地域に新たな仕事（産業）を創出するなどの活動への参加
地域でのボランティアや共助活動への参加

農地、水路、森林等の地域資源の共同保全活動への参加
まちなみ保全などの共同活動への参加

地元の企業・事業所での労働（地域における副業）
農林漁業への就業

農林漁業者のサポート（援農等）
商店街の空き店舗有効活用に関する活動への参加

朝市・マルシェへの出店に関する活動への参加
地域の人との交流・コミュニケーションを楽しむ、人脈をつくる

祭りや地域体験プログラム等への参加
教養・学習の場への参加

地域ならではの飲食や買い物（地場産品の購入等）
自分の趣味や地域の環境を楽しむ活動

市民農園・農業体験農園への参加
自家消費農業等の取組

本業として普段行っている業務や仕事（テレワークなど）
訪問地域外の業務や仕事（テレワーク／副業など）

自己の用務、生活行動等（日常的な買物、飲食、通院、生活サービス享受等）
墓参、家族・親族等の世話、面会、同窓会等
ふるさと納税によって、地域を継続的に応援

クラウドファンディングによって、地域を継続的に応援
地場産品等を購入することにより、地域を定期的・継続的に応援

遠隔で地域のためになる仕事を請け負い
SNS等で地域の情報発信を行い応援

オンライン（zoom、Slack等）を活用して、地域と継続的に関わっている
地域から応援・支援を受ける等の交流を行っている

地域において友人や知人との交流・コミュニケーションを楽しむ
特に何もしないで過ごす

※複数回答可

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （直接寄与型、人数ベース）

三大都市圏回答者総数：4,702人

図６ 三大都市圏に居住する関係人口（訪問系）直接寄与型の地域における過ごし方 
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一方で、多様なライフスタイルが登場しているとはいえ、多くの人には、ライフステージ

に応じた様々な制約が存在している。特に、大学卒業後に特定の企業、団体等に就職するこ

とを前提とすれば、移住を容易に行える期間は、現状では大学卒業後から就職前、定年退職

後等の限られた期間となる可能性が高い。新型コロナウイルスの感染拡大によりテレワーク

等が拡大し、居住地に一定程度の自由度が生じる可能性があるが、定期的に出社の必要があ

る場合もあり、居住地の選択が完全に自由になるとは現時点では言い難いのではないかと考

えられる。 

よって、地方部での地域づくりにおいて、担い手の可能性を広げるという観点では、移

住・定住を前提としない関係人口の積極的な活用が有効であると考えられる。関係人口であ

図７ ライフスタイルの多様化と関係人口 

図８ ライフステージに応じた関係人口の可能性 
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れば、居住地以外の地域においても多様な関わり方を選択可能であり、ライフステージのど

の段階でも地域と関わることが可能となる（図８）。例えば、就職後、結婚後、子育て期間

中等、制約がある時期については週末を中心としたライトな関わり方を選択することが可能

であり、就職前、退職後等の制約がない時期、独身時等の制約が少ない時期は比較的深い関

わり方を選択することが可能である。 

また、ライフステージに応じて存在する様々な制約については、就職時、結婚時、退職時

等の人生の変革期（トランジション期）を適切に活用することにより、地域との距離を縮め

ることが可能となるのではないかと考えられる。 

それぞれのライフステージにおいて、地域との偶発的な出会いを如何に生み出していくか

が重要となる。 

現状では、制約（阻害要因）を取り除くことと併せて、制約を前提として、地域との関わ

り方の可能性を探ることが重要である（図９）。 

 

 

 

 

業務上の制約

雇われか
自営業か

拠点を自分で
決められる業種

常時
多拠点居住等が可能

休日関係人口

地域の生業に参加可能
移住につながる可能性

テレワークが
認められているか

副業が
認められているか

地域の生業に参加可能
（本業の休日）

テレワークが
認められているか
（本業）

常時
多拠点居住等が可能

常時
多拠点居住等が可能

地域活動に参加可能
（本業の休日）

休日関係人口

（実施可能か）

（本業以外で取り組む場合）

図９ 働き方からみた関係人口の可能性 

図 10 都市部と地域部を行き来する関係人口 
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1.4.2. 都市部と地方部を行き来する関係人口 
関係人口には、都市部から都市部に関わる人、都市部から地方部に関わる人、地方部から

都市部に関わる人、地方部から地方部に関わる人等、地理的要因からも多様な関わり方をし

ている実態がある。 

図 10では、都市部と地方部を行き来する関係人口に着目して、地域への滞在度合いから

の関係人口の形態を整理した。これは、あくまでも地域への滞在度合いを基準としており、

地域との関わりの内容については加味していない。つまり、多地域居住をしていても、単に

地域を訪問して滞在し、地域との関わりがなければ、地域の内発的発展への寄与度は低いと

いえる。 

ライフステージに応じて、可能な滞在スタイルを選択し、地域との関わりを深めていくこ

とが重要である。 

 

1.4.3. 関係人口（訪問系）のペルソナ 
首都圏都市部に居住する関係人口（訪問系）のうち、その他地域を訪問している直接寄与

型を対象として、関わり方の動態性に関連する諸指標（個人属性、訪問のきっかけ、訪問の

年数、滞在頻度、滞在場所、過ごし方）を用い主成分分析を実施した。 

諸指標を集約して主成分軸を抽出し、性別・世代別に関係人口を以下のとおり類型化し

た。 

・世代 A：団塊世代（1946～1950 年生まれ）、ポスト団塊世代以上（1951～1959年生まれ） 

・世代 B：バブル世代（1960～1970 年生まれ） 

・世代 C：団塊ジュニア世代（1971～1975 年生まれ）、ポスト団塊ジュニア世代（1976～

1982 年生まれ） 

・世代 D：さとり世代（1983～1994 年生まれ）、デジタルネイティブ世代（1995～2003 年

生まれ） 

主成分軸及び性別・世代別の主成分得点の結果をクロス集計することにより、各世代のペ

ルソナを把握した。その結果を図 11 に示す。 

なお、ここに示された関係人口のペルソナは、分析の結果、強く浮かび上がってきた関係

人口像のイメージを可視化したものであって、これ以外にも多種多様な関係人口が存在して

いることに留意が必要である。 
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1.4.4. 関係人口の多面的機能 
関係人口はそれぞれが地域と多様な関わり方をしているが、例えば、災害発生時等におい

ては、地域との関わり方が変化し、常時とは別の効用が発生するといった多面的機能が関係

人口にはある。ここでは、都市部の住民が地方に関わり先を持っている場合の多面的機能を

整理する。 

災害、パンデミック発生時等においては、従前からの関係人口や災害、パンデミック等を

契機として地域に興味を持った人と地域の人がオンラインも含め関係人口としてつながるこ

とで、リアルなつながりとあわせて、オンラインツールを通じた“心のつながり”を確保す

ることが可能である。このように、関係人口は、地域の人との関係性に関してレジリエンス

機能を有すと考えられる。 

次に場合分けをして整理すると、都市部において風水害、震災等の自然災害が発生した場

合、関係人口として地方に関わり先がある都市住民は、関わり先に一時的に避難することが

可能となることに加え、関わり先の地域住民が被災地での災害ボランティアに参加すること

や、関係人口に対して救援物資を送付することが期待でき、リアルな交流を含めた相互支援

により、“心のつながり”も強化される。さらに、都市部に地域内関係人口が存在する場合

には、相互扶助による支援が期待できる（図 12）。 

また、地方部において同様の災害が発生した場合であるが、関係人口として関わり先があ

る都市住民においては、その地域に災害ボランティアとして赴くことや、救援物資を送付す

ること等が期待される。また、災害を契機に地域に関心を持つ人達があらわれ、地域との新

図 11 世代と地域への関わり方に着目したペルソナ抽出結果 

 （首都圏都市部からその他地域を訪問する直接寄与型） 
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たな関係性を構築し、同様の活動を行うことも考えられる。地方部においても都市部で災害

が発生した場合と同様、リアルな交流による支援により、“心のつながり”が強化される。

さらに、地方部に地域内関係人口が存在する場合には、相互扶助による支援が期待できる

（図 13）。 

最後に、今回のように新型コロナウイルスの感染拡大等、パンデミックが発生した場合で

は、パンデミックは通常の災害と異なり影響範囲が際限なく拡大し、全国的にリアルな移動

や交流を妨げる（不要不急の移動や接触が妨げられる）ことになり、オンライン等を通じた

相互扶助が中心となると考えられる。また、“心のつながり”に加えて、例えば、地場産品

の購入等により相互扶助を行うことが期待される（図 14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 関係人口の多面的機能（都市部において風水害、震災等の自然災害が発生） 

図 13 関係人口の多面的機能（地方部において風水害、震災等の自然災害が発生） 
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1.4.5. 関係人口と県人会（同窓会） 
ここでは、都市側に存在している地域の出

身者等の集まりである県人会について整理す

る。 

県人会（同窓会を含む。以下同じ。）は、多

くの場合、その地域に住んだことがある等の

地縁を持つ人から構成される懐古的、階層的かつ組織的なコミュニティであり、勉強会、親

睦会等の開催をメインの活動としている。 

一方、関係人口は、コミュニティとしてみれば地縁を含むが、地域に何らかの興味がある

人や活躍の場を求めている人から構成されるテーマコミュニティとも捉えられる。 

県人会は幹事などからの参加要請があって出席する傾向が強い一方で、関係人口は基本的

に自主的な意思で地域と関わっていると考えられる。地域の内発的発展との関係性において

も、県人会は基本的に間接的な寄与にとどまる傾向が強い。 

また、最近の新たな傾向として、「若い鳥取県応援団」のような“新しい県人会”が登場し

ている。構成員は、県出身者であるものの、20 代から 30代の若手の人であることが特徴的で

あり、地域を応援したいという共通の価値観を有しており、地域に由来する体験型イベント、

情報発信イベント、ネットワークを形成する交流会等を開催している。地域の経営者を東京

から応援することや情報発信イベントを通じて、県・市町村・地域団体との連携を深める等、

非訪問系の関係人口として機能していると考えられる（図 15）。 

従来型の県人会は関係人口とは言い難いものの、新しい県人会のように関係人口化してい

く可能性を持っていることから、県人会のメンバーと地域との関わりを深めていくことが重

要となると考えられる。 

図 14 関係人口の多面的機能（パンデミックが発生） 

関係人口と県人会（同窓会）の関係性（イメージ）

県人会（同窓会）
関係人口

地域との接点のある
県人会会員、新しい
県人会等



 
 

14 

 

 

1.4.6. オンライン関係人口 
関係人口（非訪問系）は、地域を訪問しないが、ふるさと納税、クラウドファンディング、

地場産品購入、特定の地域の仕事の請負、情報発信、オンライン交流等を通じた地域との交

流を行っている人々である。新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、人と人との接触が避け

られる傾向があることから、関係人口（非訪問系）の一類型である“オンライン関係人口”

が着目されつつある。オンラインを通じたふるさと納税やクラウドファンディング等も広義

のオンライン関係人口であるが、ここでは、オンラインを通じて、地域の人と関係人口がコ

ミュニケーションを図っているものを“オンライン関係人口”として整理する。 

オンライン関係人口は、従来からの関係人口でオンラインに興味を持った人や新たに地域

に興味を持った人（関係人口ではない人）が、SNS 等のソーシャルメディア、インターネット

プラットフォーム、WEB ミーティングシステムなどを通じて行われている交流、オンラインイ

ベント、オンラインサロン等に参加し、地域住民等と関わりを持つ人々のことである。 

地域づくりの観点からは、単にオンライン上の交流にとどまるのではなく、地域を訪問し、

趣味・消費、参加・交流又は就労、ひいては地域と連携・協働した直接寄与活動に関与する

ことが望ましい。つまり、オンラインとオフラインの相互補完が重要となる（図 16）。オンラ

イン上の接触率を高めることにより、訪問系に移行する可能性を高めていくことが重要であ

る。 

オンライン上でのイベントやコミュニティ形成を成功させるためには、コンテンツの固着

性（コンテンツが常時存在し、いつでもアクセスが可能な定常性）の確保や関係案内人であ

るオンラインファシリテーターが必要不可欠となる。 

オンライン関係人口のメリットとオンライン関係人口創出における課題を整理すると以下

の通りとなる。 

関係人口
新しい県人会

（例：若い鳥取県応援団）
県人会（同窓会）

構成員
・地域と所縁（地縁・血縁）がある人
・地域に何らかの興味がある人
・地域に活躍の場所を求めている人

・20代から30代の県出身者の社会人及び
大学生が参加

・地域に地縁（業務上の都合等を含み、
過去に居住したことがある等）がある人
（年配者が多い）

・同窓会は同じ学校に通っていた人

コミュニティの性質

・地域住民、関係人口相互でコミュニティ
が形成されている場合は、共通の価値観
でつながったテーマコミュニティも存在

・SNS等オンラインを活用したコミュニティも
存在

・地縁コミュニティであるが、地域を応援し
たいという共通の価値観

・地域に由来する体験型イベント、情報発
信イベント、ネットワークを形成する交流
会等

・懐古的、階層的かつ組織的な地縁コ
ミュニティ

（人的ネットワークの確保が主な目的）
・勉強会、親睦会がメイン

参加の意思 自主的な意思が多数 自主的な意思が多数 要請による参加が多数

地域との関わり

訪問系は、地域づくり、地域の保全活動、
イベント等への主体的又は受動的な参加、
地域での労働、趣味・消費活動等、多様な
行動を実施
非訪問系は、ふるさと納税、クラウドファン
ディング等により地域を応援

地域の経営者を東京から応援することや
情報発信イベントを通じて、県・市町村・地
域団体との連携を深める等、非訪問系の
関係人口とみなせる

県人会は、自治体職員との交流がメイン
個人的に関係人口として地域との関わり
を持つ人が存在

地域の内発的発展との関係
直接的な寄与から間接的な寄与まで幅広
く存在

基本的に間接的な寄与 基本的に間接的な寄与

■ 関係人口と県人会（同窓会） 比較表

図 15 関係人口と県人会（同窓会）比較表 
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（１）オンライン関係人口のメリット 

○ リアル（オフライン）では行われにくい、世代間の交流が活発に行われる（リアル

では生まれない新しい接点が生まれる）。 

○ リアル（オフライン）では話しづらい内容でも、オンライン上では話しやすい（人

と人との障壁を低くする）。 

○ リアルなイベントと比較して、距離的な制約、予算規模による差異が小さく、すべ

ての地域との交流が容易に可能となる（新たな出会いの場を手軽に提供し、関係人口

の裾野の拡大に寄与）。 

・ イベント参加等への心理的ハードルが低く、移動などに伴う時間的制約が少な

く、地域のファンを増加させる 

・ 地域との接触機会を増やし、地域への訪問の動機付けに寄与 

・ あらゆるプレイヤーが容易に一堂に会することができることから、交流の質が

向上 

○ オンラインによる関係人口と地域の接触機会の拡大は、関係人口の地域への興味を

増進させ、地域への訪問を促す可能性が高い。また、オンラインを通じた関係性をあ

らかじめ構築しておくことは、地域に実際に赴く際の障壁を下げる。 

○ オンラインならではの新たなコンテンツの提供が可能であり、新たな層の発掘が可

能となる。 

○ 現地を訪問する等の直接的な交流が困難な状況になった場合においても、オンライ

ン上で“つながる”ことができ、オンラインを通じた相互支援を行うことや、“心の

拠り所”を得ることが可能となる。  

 

図 16 オンライン関係人口の拡大・深化 
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（２）オンライン関係人口創出における課題 

○ 現状では、地域に興味がある人（リアルな交流があった人）がオンライン関係人口

となることが多いことから、地域がオンライン上で取り組みの積み上げを行うことに

より、オンライン関係人口の底上げを図ることが必要。 

○ 地域側のインターネットインフラ（高速回線）、デジタル技術活用スキル、オンライ

ンの活用に関するコミュニケーションスキル等の向上が必要。 

○ オンラインの交流とリアルの交流との相互補完を意識することが重要（オンライン

の交流はリアルな交流を完全には代替しないことから、リアルならではの価値のある

交流につなげていくことが必要）。 

○ 取組の持続可能性の観点から、オンライン関係人口の創出に係るコンテンツを提供

している事業者の経営的な安定性の確保が必要。 

・ コンテンツの有料提供（事業化）は、コンテンツの品質向上が期待できるほか、

参加者の参加意欲の向上につながる可能性がある 

・ 既存のプラットフォームを活用することにより、コストを低減できる可能があ

る 

○ オンラインでの交流は、意識や意図がある人が集まる集合体であることから、アウ

トオブフレーム（枠外）の偶発性を確保することが必要 

 

 

 

■ みんなの移住フェス 2020 オンライン 

 

事例紹介 
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■ WhyKumano オンライン宿泊 

 

 

 

 

事例紹介 



 
 

18 

 

1.5. 関係人口の動態 
1.5.1. 関係人口と移住 

東京圏、名古屋圏及び大阪圏の三大都市圏4（この節においては、以下同じ。）からそれ以

外の市町村への社会的移動状況について、｢住民基本台帳人口移動報告（総務省）｣に基づ

き、平成 24（2012）年から令和元年（2019）年までの８カ年の田園回帰の状況（三大都市

圏からの転入超過回数）5を整理し、｢地域との関わりについてのアンケート調査｣（国土交

通省、令和２年９月実施）から整理した人口１万人当たりの地域を訪問している関係人口の

人数（実測値）との対比を行った。 

なお、ここでの関係人口の人数については、アンケートにおける実測値（回答者数）であ

り、実際は数百倍もの関係人口が訪れている可能性があることに留意が必要である。 

それによると、一部リゾート地や別荘地等を含んでいるものの、人口１万人当たりのその

地域を訪問している関係人口の人数が多い市町村は、三大都市圏からの転入超過回数が多い

ことが確認できる（図 17）。関係人口の来訪が多い地域において、三大都市圏からの移住者

が多くなるのは、これらの地域では、外部の人を受け入れる環境を整えていることが影響し

ていると推測できる。 

 

 

  
 

                                                   
4  「1.5.1.関係人口と移住」での三大都市圏の範囲は、東京圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川

県）、名古屋圏（岐阜県・愛知県・三重県）、大阪圏（京都府・大阪府・兵庫県・奈良県）のすべ

ての範囲である。 
5  本分析については、各市町村と三大都市圏の都道府県間ごとの転入者、転出者数のデータを基に

整理していることから、一部データが存在しないものがあり、各市町村において社会増が生じて

いてもその状況が浮かび上がってこない場合が相当程度あることに留意する必要がある。 

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、訪問地域数ベース
総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（H24～R1）」
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(N=76)

0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回 8回三大都市圏からの転入超過回数

１万人当たりの関係人口（訪問系）
の人数（実測値）

注１：三大都市圏内の市区町村は含まない
注２：国勢調査（H27）人口を活用して、1万人あたり関係人口（訪問系）を集計

図 17 人口１万人当たりの関係人口（訪問系）の人数と三大都市圏からの転入超過回数 
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実際、北海道上士幌町、山梨県北杜市、島根県海士町などにおいては、地域の特性を活か

して関わりを求めているなど、独自のプロジェクトを行っており、“地域みがき”を着実に

実施している市町村がピックアップされている（図 18）。このことは、関係人口の受入体制

を整えることが、移住者の増加につながる可能性があることを示している。 

 

例えば、北海道上士幌町では、「上士幌町応援人口増加プロ

ジェクト」を実施している。これは、ふるさと納税への寄付を

きっかけに上士幌町を「第二のふるさと」と捉えてもらい、定

住に至らなくても継続的に多様な形で町に関わることを促すも

のであり、上士幌町を応援する「関係人口」となることを期待

する取組である。 

具体的には、同町に対してふるさと納税やクラウドファンデ

ィングをした寄付者を首都圏で開催する交流イベント「上士幌

まるごと見本市」に招待する取組や、寄付者の中から移住体験

モニターの募集を行う取組を行っている。 

移住体験の滞在期間中には、「生涯活躍かみしほろ塾」にス

タッフとして参加してもらい、地域と関わりを持つ経験ができ

る。また、「上士幌まるごと見本市」のイベント参加者や移住体

験モニターへのヒアリングの実施や、直近２年の寄付者へのアンケート調査を行うことによ

り、同町に関わる応援人口（関係人口）の動向を確認する等、フォローを行っている。 

現地を訪問しない関係人口に対して、地域住民と関わる機会を創出し、地域への訪問を促

すことにより、上士幌と関わりを持つ関係人口を創出し、結果的に移住者を増やしている事

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、訪問地域数ベース
総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（H24～R1）」

注１：三大都市圏内の市区町村は含まない
注２：国勢調査（H27）人口を活用して、1万人あたり関係人口（訪問系）を集計

１回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回 ７回 ８回

5.0-
7.5

岩手県 九戸村
宮城県 村田町
宮城県 山元町
石川県 羽咋市
山梨県 韮崎市
長野県 伊那市
長野県 大町市
長野県 立科町
長野県 阿南町
長野県 泰阜村
滋賀県 近江八幡市
島根県 奥出雲町
岡山県 真庭市
高知県 奈半利町
大分県 日田市
宮崎県 高千穂町

岩手県 釜石市
岩手県 西和賀町
福島県 南相馬市
長野県 木島平村
鳥取県 岩美町
鳥取県 三朝町
岡山県 奈義町
熊本県 高森町
大分県 玖珠町

北海道 鹿部町
北海道 せたな町
青森県 田舎館村
岩手県 遠野市
岩手県 葛巻町
岩手県 田野畑村
山形県 朝日町
福島県 国見町
広島県 北広島町
香川県 土庄町
熊本県 山都町
大分県 九重町

北海道 長万部町
石川県 輪島市
岡山県 吉備中央町
大分県 国東市
鹿児島県 宇検村
沖縄県 宜野座村

北海道 東川町
滋賀県 大津市
島根県 邑南町
鹿児島県 和泊町

北海道 倶知安町
静岡県 伊東市
大分県 竹田市

山口県 周防大島町
鹿児島県 屋久島町
沖縄県 本部町
沖縄県 久米島町

長野県 原村
鹿児島県 与論町

7.5-
10.0

北海道 新冠町
青森県 東通村
岩手県 宮古市
宮城県 仙台市
石川県 能登町
福井県 高浜町
長野県 木曽町
滋賀県 竜王町

北海道 夕張市
宮城県 丸森町
宮城県 南三陸町
福島県 磐梯町
群馬県 川場村
静岡県 小山町
鳥取県 智頭町
沖縄県 那覇市

石川県 珠洲市
静岡県 河津町
鳥取県 若桜町

岩手県 陸前高田市
群馬県 嬬恋村
長野県 茅野市
長野県 富士見町
長野県 山ノ内町
静岡県 松崎町
島根県 西ノ島町

宮城県 女川町
長野県 信濃町

静岡県 東伊豆町
香川県 琴平町

沖縄県 宮古島市 滋賀県 草津市

10.0
以上

北海道 留寿都村
岩手県 大船渡市
宮城県 七ヶ宿町
山形県 寒河江市
福島県 西会津町
福島県 猪苗代町
群馬県 片品村
福井県 美浜町
山梨県 身延町
長野県 小川村
和歌山県 高野町
和歌山県 白浜町

福島県 北塩原村
茨城県 大洗町
群馬県 草津町
富山県 舟橋村
山梨県 小菅村
長野県 阿智村
長野県 平谷村
岡山県 西粟倉村
沖縄県 座間味村

北海道 占冠村
群馬県 長野原町
長野県 南牧村

北海道 ニセコ町
長野県 長和町
長野県 野沢温泉村
静岡県 南伊豆町
香川県 小豆島町
熊本県 阿蘇市
熊本県 南阿蘇村
沖縄県 国頭村
沖縄県 与那国町

山梨県 早川町
山梨県 山中湖村
長野県 小谷村
島根県 海士町
鹿児島県 南種子町

長野県 売木村
沖縄県 石垣市

北海道 上士幌町
栃木県 那須町
新潟県 湯沢町

山梨県 北杜市
長野県 軽井沢町
長野県 白馬村
静岡県 熱海市
沖縄県 今帰仁村
沖縄県 恩納村
沖縄県 竹富町

一
万
人
当
た
り
の
関
係
人
口
（
訪
問
系
）
の
人
数
（
実
測
値
）

転入超過回数

図 18 人口１万人当たりの関係人口（訪問系）の人数及び三大都市圏からの転入超過回数が多い市町村 

移住体験モニター 
引用：http://kamishihoro-

town.sakura.ne.jp/tp_detail.
php?id=47&display=sm 



 
 

20 

 

例である。 

さらに、企業の福利厚生サービスやワーケーションでの利用、関係人口との交流から生ま

れる新たなビジネスの場や起業を目指す人のお試しオフィスとしての活用を想定して、上士

幌町は 2020 年７月にシェアオフィスを設置している。 

滞在しやすい環境の整備と関わりを深めるための仕組みが重要であることがわかる。 

 

【上士幌まるごと見本市】 

会場に返礼品の無料試食コーナー、観光・体

験コーナー、仕事発見・暮らし相談コーナー、

自動運転バスの展示コーナー、来場者プレゼン

ト等を設け、上士幌町を首都圏で体験できるイ

ベントである。特徴として、運営スタッフが役

場職員や事業者だけではなく、町民がスタッフ

として参加しており、2020 年に開催した「上士幌

見本市 2020」では、町民がスタッフとして 66 名参加して、来場者をもてなした。町民が

寄付者と直接関わる機会となり、町民のモチベーション向上につながった。 

 

【出典】みんふる かみしほろ HP、生涯活躍のまち かみしほろ HP、関係人口ポータル

サイト「上士幌町応援人口増加プロジェクト」を参照し、国土政策局が編集 
（https://minfuru.jp/） 
（http://kamishihoro-town.sakura.ne.jp/tp_detail.php?id=47&display=sm） 
（https://www.soumu.go.jp/kankeijinkou/model_detail/14_kamishihorocho.html） 

 

一方、視点を変えて分析すると、一部の例外はあるものの、三大都市圏からの転入超過回

数が多い市町村ほど、人口１万人当たりの地域を訪問している関係人口の人数が多くなる傾

向がある（図 19）。特に、転入超過回数が７回と８回については、関係人口が必ず訪れてい

ることに留意が必要である。 

また、直接寄与型（地域において、産業の創出、商店街の空き店舗等の有効活用の活動、

朝市・マルシェへの出店活動、ボランティア、地域資源・まちなみの保全活動、まちおこ

し・むらおこしにつながるようなプロジェクトの企画・運営又は協力・支援等を行い、地域

との関わりが深いとされる関係人口）は、地域で趣味・消費活動を行っている人をはじめと

したその他の関係人口（訪問系）と比較して、関わり先を移住先として魅力的に捉えている

ことがわかる（図 20）。関係人口と地域との関わりを深めていくことは、移住を促進する観

点からも有効である可能性がある。 

上士幌まるごと見本市 
引用：https://minfuru.jp/2019/03/22/406/ 
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1.5.2. 関係人口のダイナミズム（関係人口（訪問系）の対流の状況） 
関係人口（訪問系）について、三大都市圏とその他地域の対流の状況を分析（図 21及び

22）すると、三大都市圏からその他地域への流動の方が、その他地域から三大都市圏への流

動と比較して大きくなっている（三大都市圏→その他地域：448 万人、その他地域→三大都

市圏：297 万人）。また、首都圏都市部、大阪圏都市部及び名古屋圏都市部間の流動は比較

的小さくなっている。 

三大都市圏からその他地域に関わる関係人口については、その他地域から三大都市圏に関

わる関係人口と比較して、直接寄与型の割合が大きくなっている。同様に、同一圏内（首都

圏都市部、大阪圏都市部、名古屋圏都市部及びその他地域）に関わる関係人口についても直

接寄与型の割合が大きくなっている（図 23及び 24）。 
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（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、訪問地域数ベース
総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（H24～R1）」

注１：三大都市圏内の市区町村は含まない
注２：国勢調査（H27）人口を活用して、1万人あたり関係人口（訪問系）を集計
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趣味・消費型（N=3791） 直接寄与型（N=4231） 関係人口（訪問系）合計（N=13410）

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） 訪問地域数ベース

三大都市圏に居住しその他地域を訪問する関係人口（訪問系）

■ 関わり先への移住希望

回答者総数：13,410人

図 19 転入超過回数と人口１万人当たりの関係人口（訪問系）の人数 

図 20 三大都市圏に居住し、その他地域を訪問している関係人口の関わり先への移住希望 
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これは、人数ベース及び訪問地域数ベースの両方ともほぼ同じ傾向である。 

また、人数ベースと比較して訪問地域数が多くなっているのは、一人の関係人口が複数の

地域に関わっていることを表しており、関係人口の裾野の広さを証明している。 

 

 

 

 

 

図 21 関係人口（訪問系）の対流の状況（人数ベース） 

 

図 22 関係人口（訪問系）の対流の状況（訪問地域数ベース） 
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図 23 関係人口（訪問系）直接寄与型の対流の状況（人数ベース） 

 

図 24 関係人口（訪問系）直接寄与型の対流の状況（訪問地域数ベース） 
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1.5.3. 地域内関係人口 
図 21及び図 22のとおり、三大都市圏において同一圏内を流動する関係人口の割合は、約

３割から４割と比較的大きな値となっている。関係人口のイメージとしては、都市部から地

方部に関わる人をイメージしがちであるが、都市圏内部や地方圏内部の比較的近場に関わる

関係人口の存在が明らかになってきた。 

ここでは、都市雇用圏6に着目し、それぞれの都市雇用圏内を流動する関係人口を｢地域内

関係人口｣と位置づけ分析を行った。 

また、分析については、｢自らの都市雇用圏内への流動｣のほか、｢自らの都道府県内への

流動｣、｢自らの地方ブロック内への流動（都道府県外）｣、｢自らの地方ブロック外への流動

（至三大都市圏）｣及び｢自らの地方ブロック外への流動（至その他地域）｣に区分した分析

フレームを設定して実施した（図 25）。なお、ここでの分析については、訪問地域ベースで

計測している。 

三大都市圏にある大都市雇用圏では、地域内関係人口として約 36％が自らの大都市雇用圏

内に関わっている一方、約 64％が自らの大都市雇用圏外に関わっており、約 47％が他の地方

ブロック（三大都市圏及びその他地域）に関わっている。近場への関わりと一定の距離があ

る地域との関わりに二分される傾向にある（図 26）。 

 

                                                   
6  都市雇用圏とは、国勢調査の結果を用いて、DID 人口が大きな市町村を中心都市、中心都市への

通勤率が一定以上の市町村を郊外都市と定め、中心都市とその郊外都市により形成される圏域。 

 【大都市雇用圏】 

・ 中心都市（DID 人口が 5 万人以上の市町村）への通勤率が 10％以上の市町村として定義（同

一都市圏内に複数の中心都市が存在することを許容） 

【小都市雇用圏】 
・ 中心都市（DID 人口が 1 万人から 5 万人の市町村）への通勤率が 10％以上の市町村として定

義（同一都市圏内に複数の中心都市が存在することを許容） 

 

自都市雇用圏内
移動

自都道府県内移動

他の都道府県への
移動

他の地域ブロックへ
の移動

□ 地方ブロック境界

□ 都道府県境界

■ 都市雇用圏

凡例（境界）

凡例（関係人口の関わり先）

関わり先エリア
の規模
（小）

（大）

地域内関係人口

地域内関係人口

△△県

××県

■■県

図 25 地域内関係人口分析フレーム 
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また、三大都市圏以外の大都市雇用圏では、自らの大都市雇用圏内への関わり（地域内関

係人口）が約 20％にとどまっており、大半が自らの大都市雇用圏外への関わりとなってい

る。特に、自らの都道府県内への関わりの割合が小さいほか、自らの地方ブロック（自らの

都道府県以外）に関わっている人の割合が大きく、三大都市圏及びその他地域で約 45％と

なる等、自らの地方ブロック以外に関わっている人の割合も大きい（図 27）。 

一方、小都市雇用圏では、自らの小都市雇用圏内への関わり（地域内関係人口）が約

12％にとどまっており、大半が自らの小都市雇用圏外への関わりとなっている。特に、自ら

の地方ブロック（自らの都道府県以外）に関わっている人の割合が大きくなっている（図

28）。 

以上より、地域内関係人口の傾向としては、三大都市圏の大都市雇用圏ほど関係人口（訪

問系）に占める地域内関係人口の割合が大きい傾向が確認できる。一方、三大都市圏以外の

大都市雇用圏や小都市雇用圏では、自らの都市雇用圏以外への関わりが多くなっているほ

か、三大都市圏への関わりが一定程度存在していることが確認できる。 

これは、人口規模の大きい大都市ほど、関わりの切り口の実数が多いことに加え、人口規

模が大きいことにより、関係人口の本質である、人との“関わりしろ7”が多いことに起因

するのではないかと考えられる。 

 

 

 

 

 

                                                   
7  関係人口等が地域で取り組むことができる（地域と関わるきっかけとなる）｢余白｣のような

もの 
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（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、訪問地域数ベース

【地域内関係人口】

図 26 三大都市圏の大都市雇用圏の関係人口（訪問系）の動態 
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大都市雇用圏の具体的な例として、東京大都市圏に居住している関係人口（訪問系）の動

態を分析すると、基本的に三大都市圏の大都市雇用圏の関係人口（訪問系）と類似の傾向を

示しているが、地域内関係人口の割合が５％程度大きいことに加え、雇用圏内以外の自らの

都県内への関わりが極端に小さくなっている。これは、東京圏への人口と“関わりしろ”の

一極集中の影響であると推測できる（図 29及び 30）。これにより、都市部と地方部という

図式だけではなく、共助的なものを含めた近隣地域との関係性が確認できる。 
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図 27 三大都市圏以外の大都市雇用圏の関係人口（訪問系）の動態 

図 28 小都市雇用圏の関係人口（訪問系）の動態 
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図 29 東京大都市雇用圏に居住している関係人口【訪問系】の対象エリアと訪問先 

図 30 東京大都市雇用圏の関係人口（訪問系）の動態 
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地域内関係人口の事例として、｢おやまちプロジェク

ト｣を紹介したい。 

｢おやまちプロジェクト｣は、東京都世田谷区の尾山台

駅前に伸びる尾山台商店街を中心として、様々な地域づ

くりの取組を行い、世田谷区尾山台付近の住民、学校、

商店、大学、商店街を来訪する人等のつながりを生み出

し、コミュニティを形成することにより、尾山台の新た

な可能性を探る取組である。｢おやまちプロジェクト｣は

プロジェクト自体が後述する関係案内所として機能して

いることが特徴である。 

取組のきっかけは、商店街の未来を案じた尾山台商栄

会商店街振興組合理事が近隣にある東京都市大学に対し

て、商店街が歩行者天国となる時間帯の活性化策を相談

したことにより、都市生活学部准教授が歩行者天国で

｢路上ゼミ｣を行ったことである。その後のプロジェクト

の例として、｢おやまちデザインプロジェクト｣、｢おや

まちサロン｣、｢BAR おやまち｣、｢つながるホコ天プロジェクト｣等がある。 

｢おやまちデザインプロジェクト｣は、地域の人たちが尾山台の歴史を学びながら、未来の

尾山台を考えるプロジェクトとなっている。その中で実施した「おやまち今昔写真のワーク

ショップ」では、50 年前の写真を持ち寄り、その写真と同じ場所を幅広い世代が巡り、写

真を撮影した。昔と今で変化したことや気づいたことをグループごとで発表し、自分たちの

住んでいる街について理解を深め、地域のビジョンを考える機会となった。 

｢おやまちサロン｣では、地域づくり等の講師を招き、尾山台の今後の可能性を考える場と

なっている。おやまちサロンで学んだことが様々なプロジェクトへとつながることもある。 

｢BAR おやまち｣は商店街のワインマーケットで月に 1 回開催され、出入りが自由であり、

「おやまちプロジェクト」に興味がある人を誘い込む場として機能しており、ゆるやかなネ

ットワークを形成することを目的としている。一般的なサロンや飲み会とは異なり、特定の

テーマに縛られず、メンバーも固定されないため、新しい出会いが生まれる場となってい

る。実際、子ども食堂を開きたいという希望を持っていた女性が BAR おやまちで話をしたと

ころ、別の女性が手伝いたいと賛同し、さらに管理栄養士の資格を持った別の女性が参加す

ることにより、「おやまち子ども食堂」の運営が始まったという事例もある。 

｢つながるホコ天プロジェクト｣は、毎日 16 時から 18 時まで商店街が歩行者天国となるこ

とを活かし、東京都市大学の学生が中心となって活動するプロジェクトである。キャンプや

書き初めなどの様々なイベントを開催し、買い物に来た人や子供たちがイベントに参加し、

交流を通じて、参加者同士のつながりが創出されている。 

｢おやまちプロジェクト｣は、おもしろい活動を開かれた場所や空間で実施することによ

り、取組を周囲に可視化し、様々な立場の人達が気軽に“つながる”ことのできる関わりし

ろを生み出している。つながりを創出する場や仕組みを商店街という空間にちりばめること

つながるホコ天プロジェクト 

おやまちデザインプロジェクト 
引用：https://oyamachi.org/?page_id=60 

引用：https://oyamachi.org/?p=195 
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によって、周辺地域の人を含めた買い物客が地域や面白いことをしている人とつながり、ひ

いては自発的に活動を行うようになる取組である。 

 

【出典】 

 ソトコト 2019 年４月号及びおやまちプロジェクト HP を参照し、国土政策局が編集 

（https://oyamachi.org/?cat=13） 
 

1.6. 新型コロナウイルスの感染拡大が関係人口に及ぼした影響を踏まえた今後の展開 
新型コロナウイルスの感染拡大により、人と人の接触を避け、不要不急の外出は抑制する

ことが求められている。実際、令和 2 年 3 月に緊急事態宣言が発出された以降は、国内旅行

者数が大きく減少している8。関係人口についても、従前のように地域を訪問し、地域の人達

と直接交流を持つことが敬遠される等、地域との関わりに影響を及ぼしている可能性がある。 

｢地域との関わりについてのアンケート｣においては、新型コロナウイルス感染拡大前の状

況を前提として調査しているが、調査時点の現状及び新型コロナウイルス感染拡大後の地域

との関係性の意向についても併せて調査を行っている。 

ここでは、地域との関わりが強い直接寄与型に着目し傾向について分析を行った。 

まず、関係人口（直接寄与型）が新型コロナウイルスの感染拡大により、地域との関わり

方にどのような変化をしたかについては（図 31）、三大都市圏に居住する関係人口（直接寄与

型）及びその他地域に居住している関係人口（直接寄与型）の双方とも、約４割が関わり方

に変化がないと回答している。また、３割弱の人が地域への訪問が減少したと回答し、１割

弱の人が地域との関わりを自粛又は休止したと回答している。関係人口（訪問系）全体では、

地域との関わりを自粛した又は休止したと回答している人が約 1.5 割にのぼっていることか

ら、地域との関わりがより深いほど、コロナ禍でも関わりが継続されていると推測できる。 

一方で、地域への直接の訪問を自粛又は休止しているが、オンライン等を活用した関わり

を継続している人、オンラインを活用したコミュニケーションを行っている人等が一定程度

                                                   
8 観光庁｢旅行・観光消費動向調査｣ 

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （直接寄与型、人数ベース）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

地域との関わり方に変化はない

地域への訪問の頻度が減少した

オンライン等を活用した関わりは継続している

ふるさと納税による応援をしている

クラウドファンディングによる応援をしている

地場産品等の購入による応援をしている

SNS等を活用した情報発信をしている

オンラインを活用したコミュニケーションをしている

地域との関わりを自粛又は休止した

上記以外

直接寄与型

三大都市圏（N=4,702）

直接寄与型

その他地域（N=4,071）

地
域
へ
の
直
接
の
訪
問
を
自
粛
又
は
休
止
し
て
い
る
が
、

※複数回答可

Q2-16.地域における現在の関わり方について教えてください。（いくつでも可）

三大都市圏回答者総数：4,702人
その他地域回答者総数：4,071人

図 31 関係人口（直接寄与型）のコロナ禍における地域との関わりの変化
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存在しており、オンラインによる関わりがセーフティネットとして機能していることが確認

できる。 

次に、新型コロナ禍収束後における地域との関わりの継続意向であるが、三大都市圏に居

住する関係人口（直接寄与型）及びその他地域に居住する関係人口（直接寄与型）の双方と

も、約９割の人が新型コロナウイルスの感染拡大の収束後も従前のような地域との関わりを

継続したい（“続けたい”及び“どちらかといえば続けたい”の合計）と回答している（図 32）。 

地域との関わりを継続したい理由については、“楽しい、リフレッシュできる”が約３割強

と最も大きくなっており、充実した人生を送りたい（よく生きたい）という気持ちの表れで

あると解釈できる。次いで“家庭の事情や地域との関係性がある”の割合が大きくなってい

る（図 33）。また、“いろいろな人との出会いやつながりがあり、共感を得ることができる”、

“人との出会いとつながりをサポートしてくれる人がいる”と回答している人も一定数おり、

地域との関わりを継続していく上で、地域と関係人口のつながりをサポートする関係案内人

や中間支援組織の重要性が確認できる。 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

続けたい

どちらかといえば続けたい

どちらかといえば続けたくない

続けたくない

直接寄与型

三大都市圏（N=4,702）

直接寄与型

その他地域（N=4,071）

Q2-17.新型コロナ感染拡大前（2月頃より前）に地域で行っていたような過ごし方や活動を新型コロナ感染拡大の収束後も続けたいですか。（いずれか一つ）

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （直接寄与型、人数ベース）

三大都市圏回答者総数：4,702人
その他地域回答者総数：4,071人

0% 10% 20% 30% 40%

楽しい、リフレッシュできる

生きがいを感じる、自分らしさや成長などを実現できる

同行者や滞在先の人などが喜んでいる

いろいろな人との出会いやつながりがあり、共感を得ることができる

人との出会いとつながりをサポートしてくれる人がいる

収入源となっている

本業の仕事がはかどる

地域の良い変化を感じられる

所属組織として取り組んでいる

家族の事情や地域との関係性がある

その他

直接寄与型

三大都市圏（N=4,702）

直接寄与型

その他地域（N=4,071）

※複数回答可Q2-18.「続けたい」と思う理由を教えてください。（いくつでも可）

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （直接寄与型、人数ベース）

三大都市圏回答者総数：4,702人
その他地域回答者総数：4,071人

図 32 関係人口（直接寄与型）の新型コロナ禍収束後の関わりを継続する意向

図 33 関係人口（直接寄与型）が地域との関わりを継続したい理由
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地域との関わりを継続したくない理由には、“今後の見通しがつかない”及び“コロナ禍

で地域との関係性が悪化した”という回答が一定数確認されており、新型コロナウイルスの

感染拡大が関係人口と地域との関係性に一定程度悪影響を与えていることが確認できる（図

34）。また、三大都市圏に居住する関係人口（直接寄与型）は、その他地域に居住する関係

人口（直接寄与型）と比較して、“時間的負担が大きい”と回答する人の割合が特に大き

い。 

関係人口（直接寄与型）の関わりの深化の方向性については、三大都市圏及びその他地域

に居住する関係人口（訪問系）の双方とも、“地域とのコミュニケーションを深めたい”、“よ

り多くの人とのつながりを持ちたい”と回答する人が多く、関わりの深化を求める傾向が強

いことが確認できる一方、“いま以上の関係性は求めていない”と回答する人も多く、直接寄

与型の関係人口であっても、関わりの深化を求めていない人が一定数存在している（図 35）。 

 

 

 

 

 

 

  

0% 5% 10% 15% 20% 25%

時間的な負担が大きい

体力的な負担が大きい

現勤務地での十分な収入の確保が難しい

訪問地域での活動に伴う収入の確保が難しい

自分にとってのメリットが感じられない

有給休暇を取りにくい

同居の家族や同行者の理解を得るのが難しい

地域のことや地域活動に興味・関心がない

他にやりたいこと、やるべきことがある

コロナ禍で地域との関係性が悪化したため

今後の見通しがつかないため

特に理由はない

その他

直接寄与型

三大都市圏（N=4,702）

直接寄与型

その他地域（N=4,071）

三大都市圏回答者総数：4,702人
その他地域回答者総数：4,071人

※複数回答可Q2-19.「続けたくない」と思う理由を教えてください。（いくつでも可）

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （直接寄与型、人数ベース）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

地域の人とのコミュニケーションを深めたい

より多くの人とのつながりを持ちたい

いろいろな分野の活動に参加したい

地域のためになることにチャレンジしたい

地域での趣味やライフワークを充実させたい

移住を考えたい

就労を考えたい

いま以上の関係性は求めていない

コロナ禍で地域との関係性が悪化したため、関係性は続けにくい、…

今後の見通しがつかないため、関係性は続けにくい、続かない

その他

直接寄与型

三大都市圏（N=4,702）

直接寄与型

その他地域（N=4,071）

※複数回答可

Q2-20.新型コロナ感染拡大の収束後、地域や地域の人々との関係性をどのようにしていきたいですか。（いくつでも可）

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （直接寄与型、人数ベース）

三大都市圏回答者総数：4,702人
その他地域回答者総数：4,071人

図 34 関係人口（直接寄与型）が地域との関わりを継続する上での阻害要因

図 35 関係人口（直接寄与型）の関わりの深化の方向性
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2. 関係人口と地域づくり 
2.1. 地域づくりにおける“関わりしろ” 

先述のとおり、関係人口とは、地域外にあって、移住でもなく観光でもなく、特定の地域

と継続的かつ多様な形で関わり、地域の課題の解決に資する人などを指している。地域との

関わり方は、非常に多様であり、地域の産業創出、地域づくりプロジェクトの企画・運営・

協力、地域づくりボランティアに参画する等、地域との結びつきが強く、地域の内発的発展

に直接的に寄与する直接寄与型といわれる関係人口から、地域で趣味・消費活動を行う地域

との関わり方が比較的緩い関係人口まで存在している。 

関係人口が単に歩いているだけで、地域が触発され変容していく場合があるなど、一見、

地域に役に立たないと思われる行動でも、地域にとって意味がある一方、関係人口に期待さ

れることは、地域や地域の人との関わりを持ち、何らかの形で（様々な強度で）地域づくり

に関わることである。よって、地域の人と関係人口が連携・協働した地域づくりを進めて行

くに当たっては、地域における関係人口の“関わりしろ”が重要となる。 

地域における関係人口の“関わりしろ”は、関係人口が地域にとっては単純な労働力では

なく、対等な立場で地域づくりに参画する“仲間”であることを踏まえ、基本的に共助とな

るものである。関係人口側においても、地域を自己実現の場として意識し過ぎることなく、

自らのエゴを押しつけないことが重要となる。地域に行く側と地域に迎える側が win-win の

関係性を築き、相互が変容していくことが重要となる。そのためには、関係人口と地域の出

会いとつながりをサポートし、偶発性を生み出すことが重要となる（図 36）。 

なお、図 36 では、地域に行く側の視点を都市とし、地域に迎える側の視点を地方としてい

るが、都市から都市、地方から地方及び地方から都市への関わりにおいても同様の整理が可

能である。 

 

  

図 36 関係人口に係る地域に行く側の視点と迎える側の視点

地域に行く側の視点 （ex 都市側） 地域に迎える側の視点 （ex 地方側）

○ 地域自らが（場合によっては外部アクターと連携しつ
つ）、地域のあり方をイメージ

○ 関係人口と一緒に取り組みたいこと等、関係人口の
“関わりしろ”を模索
【関係人口と地域が連携・協働する活動要素】

○ 地域が現状から勘案し、｢地域として求めている関係
人口｣を明確化するとともに、関係人口のために何が
できるかを思考

出
会
い
と
つ
な
が
り
を

サ
ポ
ー
ト
す
る
こ
と
が
重
要

人と地域が出会い、つながることによって、相互が変容

○ 自己実現、ビジネスチャンス拡大等の観点から、地
域に関わりたい、地域を訪問したいという希望・欲求
← 動機付けが重要（人間は感情の生き物）

○ 自己の満足度を高めるとともに、地域との信頼を構
築し、関係性を深めていく活動を模索

○ 可能な限り、自らの持つスキルを最大限活用できる
活動であることが理想

偶発性を生み出すことが重要



 
 

33 

 

【“関わりしろ”には「弱さの交換」という視点が重要】 

“関わりしろ”のイメージとしては、地域と関係人口がお互いの弱いモノを交換するよう

な視点が重要となる。地域と関係人口が困っていることや不安なこと（＝弱さ）をお互いに

出し合った上で、交換することにより、お互いの強さに変換すること（軸のずれたオフセッ

トの交換）が可能となる。お互いの“弱さ”を交換することは、お互い諦めていたが本心で

は望んでいたものの交換であり、等価性の高い交換が行われる。 

 

“関わりしろ”の見つけ方は、主に以下の２つのパターンに区分できる。 

 

（１）地域側が棚卸した課題 

地域の人が関係人口と連携・協働したいこと（関係人口にやってほしいこと、一緒

にやりたいこと等）を予め整理し、地域における役割の受け皿をつくった上で、中間

支援組織、関係案内人等が地域の課題を可視化し、都市側から地域に関係人口を誘引

する方法である。一般的な地域づくりのイメージに近い。地域側の視点では価値がな

いように思われるものについても、都市側の視点ではお金を払ってでも経験したいと

考える人がいることに留意するなど、視点の違いを認識する必要がある。 

 

（２）交流を通じて見出された課題 

“つながり”をきっかけとして、とりあえず地域を訪れてもらい、一緒に活動（交

流）することを通じて、関係人口に地域での居場所をみつけてもらう方法である。最

初から Win-Win の関係性を求めるのではなく、結果的に Win-Win の関係性を構築して

いくものである。地域において事業やビジネスを始めたい人と一緒に“関わりしろ”

を探していくことも想定している。 

 

“関わりしろ”の事例として、ちやのきエン

デューロを紹介する。これは、草刈り等地域の

維持に係る人手が不足していた佐賀県佐賀市

富士町苣木（ちやのき）地区と自由に走り回る

場所がなく探していたマウンテンバイク愛好

家が“関わりしろ”として“弱さ”の交換を行っ

た事例である。 
苣木（ちやのき）地区は山間部に位置してお

り、高齢化、過疎化が著しく進行していることから、地域の草刈り等の｢区役｣と呼ばれる集

落維持活動が地域住民の大きな負担となっていた。 
一方、登山者などに危険とみなされ、地域住民に敬遠されがちなマウンテンバイクの走行

コースを九州内に探していたマウンテンバイクの愛好家の若者達がいた。 
福岡県でマウンテンバイクショップを営む M 氏と佐賀市役所職員が知り合い、お互いの悩

みを共有したことをきっかけに、マウンテンバイクのコースとして、地域内の山林内を気兼

区役に参加するライダー 

提供：総務省 
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ねなく遊べる場とする代わりに、若者を中心とし

たライダーが年３回の区役に自発的に参加する

という Win-Win の関係性を築くことにつながっ

た。 

取組が実現した要因としては、関係人口となる

ライダーと地区の人との関係性の構築に関して、

関係案内人として行政の職員が入ることにより、

安心感を得ることができたことであると考えら

れる。 

これにより、従前は３日かかっていた区役作業が、ライダーである若者たち（関係人口）

の手伝いにより半日で終わるようになるとともに、区役作業を通じて双方の心理的な距離が

縮まり、信頼関係が築かれていった。今では SNS で募集をかけると、メンバーのみならず、

その情報を周辺でキャッチした人まで区役に参加しているという。 

特に目玉となっている活動は、地域住民と関係人口が協働しながら運営する｢ちやのきエン

デューロ｣であり、全国から参加者が集まる誰もが参加可能な大会である。通常の地域づくり

のイベントと異なり、参加者を迎え入れる地域側の過度な負担や疲弊がなく、双方のフラッ

トな共助の関係性が築き上げられている点が評価できる。 

この大会がメディアで紹介されたことにより、難読地名であった苣木（ちやのき）の知名

度が上がり、地域が活気づき、地域住民が自分の地域に誇りを持つことにつながった。関係

人口を迎え入れることにより、自分の住んでいる地域の魅力を再認識できた事例でもある。 
 

  【出典】 
総務省令和 2 年度過疎地域自立活性化優良事例、ソトコトオンラインを参照し、国土

政策局が編集 
  

（https://www.soumu.go.jp/main_content/000721245.pdf） 
（https://sotokoto-online.jp/4256）  

ちやのきエンデューロ 集合写真 

提供：総務省 
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2.2. 地域づくりの新たな担い手 
居住地における地域活動については、自らの活動が地域活動であると認識していない可能

性が考えられるものの、三大都市圏居住者では、約８割の人が“参加したことはない”と回

答しており、その他地域の居住者でも約７割強の人が同様に“参加したことはない”と回答

するなど、参加の割合が小さい状況である（図 37）。地域づくりの担い手の確保という観点で

は、居住者を地域づくりに積極的に巻き込んでいく必要があり、特に多数存在している地域

づくりに参加したことがない人を地域づくりに誘導していくことが必要となる。 

一方、関係人口（訪問系）については、アンケート対象者全体と比較して、“参加したこと

はない”と回答した人の割合が６割弱と、相対的に低くなっている。特に直接寄与型につい

ては、“参加したことがない”と回答した人の割合が約 3.5 割と非常に小さくなっている（図

37）。関係先の地域への内発的発展への寄与が直接的な直接寄与型は、居住地においても地域

活動に積極的に参加していることが確認できる（図 38）。 

つまり、自らが居住する地域に興味を持っている人はその他の地域についても興味を持っ

ている、逆に、居住地以外の地域に興味を持つことで自らが居住する地域に興味を持ってい

る可能性があることから、｢地域｣そのものに対する興味が重要なファクターであるといえる。

地域づくりに参加していない地域住民を地域づくりに誘導するにあたり、地域の魅力を再認

識することなどを通じて、地域の魅力地域への興味を引き起こすことが重要である。 

 

 
 

2.4%

6.0%

12.2%

79.3%

1.地域活動の主体（団体等の事務局など）として実施していた
2.定期的または継続的な活動に参加していた
3.活動に参加する（した）ことがあった
4.参加したことはない

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）

三大都市圏居住者

3.1%

7.4%

14.5%

75.0%

その他地域居住者

回答者総数：74,537人 回答者総数：74,294人

図 37 居住地における地域活動への参加状況 
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地域づくり（地域活動）がビジョン策定段階、企画段階及び実行段階で行われるとすると、

関係人口の地域づくり（地域活動）への関わり方については、それぞれの地域、ケースによ

り異なるが、関係人口には各段階で、単純な（受動的な）参加から積極的な（主導的な）参画

など濃淡のある多様な関わり方での活躍が期待される。 

基本的に、地域ビジョンの策定は、地域住民が主体となって行うことが望ましいことから、

関係人口の役割としては、地域住民の活動を支援することが求められるが、場合によっては、

関わり方に濃淡があることを前提としつつ、地域住民と関係人口が連携・協働することが求

められる。実行計画の策定及び実行の主導に関しても、関わり方に濃淡を許容しつつ、地域

住民と関係人口が連携・協働することが求められる（図 39）。 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

地域活動の主体（団体等の事務局など）として実施していた

定期的または継続的な活動に参加していた

活動に参加する（した）ことがあった

参加したことはない

趣味・消費型
(N=3,748)

就労型

（テレワーク）

(N=1,430)

参加・交流型
(N=2,985)

就労型（現地就労）
(N=773)

直接寄与型
(N=4,702)

関係人口

（訪問系）計

(13,638)

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）人数ベース

関係人口 （三大都市圏居住者、大分類別）

回答者総数：13,638人

図 38 居住地における地域活動への参加状況

図 39 関係人口の地域づくり（地域活動）への関わりのイメージ
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地域に多様な関係人口が関わることにより、地域住民と関係人口が連携・協働した地域づ

くり活動につながり、地域づくりの質と量の向上が期待できるほか、多様な関係人口の存在

が地域住民及び他の関係人口を触発し、地域の内発的発展への直接的な寄与を促すことにつ

ながると思料される（図 40）。 

また、地域外に存在する非訪問系の関係人口の存在も重要である。オンライン関係人口を

含む非訪問系の関係人口は、地域を訪問することはないが、オンラインを通じたコミュニケ

ーションや外部支援、ふるさと納税、クラウドファンディング、地場産品購入等により地域

と関わっており、お互いを触発し合うことにつながっている。 

地域と関係人口が行っている取組を見える化することは重要であり、地域住民、関係人口、

それ以外の人々を触発することにつながる。 

なお、アウトオブフレーム（枠外）にいる関係人口の周辺の人々や地域に興味がない人に

対して、如何に偶発性を確保していくかが課題である。 

 

 

 

  

図 40 地域に関係人口が増えることのメリット
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2.3. 関係人口と創り上げる新しい内発的発展 
国土審議会計画推進部会住み続けられる国土専門委員会では、｢内発的発展に向けた地域の

プロセスデザインの概念図｣を整理した。段階的な地域のプロセスデザインは、自治体、地域

コミュニティ、地域住民等の定住人口、関係人口等の各アクターの流動性と取組について、

地域活動の｢立ち上げ前｣、｢立ち上げ段階｣、｢実践段階｣及び｢継続段階｣の各段階においてど

のように発展していくのかを整理したものである。プロセスデザインを描くことにより、地

域づくりについての考え方を地域及び関係人口で共有することが可能となる。 

｢住み続けられる国土専門委員会｣では、｢地域や地域活動は、必ずしもはじめから市民全体

や外部アクターを巻き込む必要はなく、地域や地域活動の発展段階に応じて、専門知識や技

術をもった外部アクターを含め、専門家や地域活動に関心のある関係人口、市民が必要に応

じて関わっていけば良い｣と整理していたが、本懇談会の議論を通じて、地域と関係人口を結

びつける関係案内人や中間支援組織の重要性及び当初より関係人口が地域活動に関わり“ご

ちゃまぜ”になって地域ビジョンを策定していくことの重要性が明らかになったことから、

プロセスデザインの見直しを行った。 

ケース１は、地域ビジョン先行型であり、従前のプロセスデザインを踏襲しつつ、関係人

口と地域を結びつける関係案内人及び中間支援組織について、地域活動の段階である Step2

から Step4 までの関与を明確に位置づけることにより、地域が予め策定した地域ビジョンに

基づき、関係人口を誘引した後、地域住民と関係人口が連携協働し、地域づくりを実施する

ことを表現した（図 41）。 

ケース２は、関係人口先行型であり、地域活動の段階（Step１から Step４）の内容につい

て、地域ビジョンを策定する前に関係人口を地域に誘引し、地域住民と関係人口がコラボし

て地域ビジョンを策定することを示すなどの見直しを行うとともに関係人口と地域を結びつ

ける関係案内人及び中間支援組織の関与を位置づけている。具体的には、次のとおりの整理

を行っている（図 42）。 

Step１は｢つながりの構築｣であり、中間支援組織等がきっかけをつくり関係人口を誘引す

ることにより、地域外の人が地域で活動することを地域の人が体験する段階としている。こ

の段階でも、地域の一部の有志が関係案内人、中間支援組織等と連携し、関係人口を地域に

誘引する（関係案内人、中間支援組織等の関与はすべての Step であり得る）。 

Step２は｢環境整備段階｣であり、関係人口が地域で行っている取組を情報発信することに

より、地域での関係人口に対する理解を深めること等を通じて、外部から人が来やすいオー

プンな環境を整備するものである。 

Step３は｢地域ビジョン策定段階｣であり、地域住民と関係人口がコラボし、地域ビジョン

を明確化しつつ、地域と関係人口の連携・協働のあり方をイメージし、地域ビジョンを策定

するものである。 

Step４は｢実践・継続段階｣であり、内容は従前のとおりである。 

なお、ここで示したプロセスデザインは、あくまでも概念図であることから、地域の実情、

取組の発展段階等を踏まえ、適宜、見直すことが必要となる。 
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地域活動への関心・関与が低い市民

町内会、自治会、ＮＰＯ、地域運営組織など

地方自治体など

関係人口

定住
人口

関係
人口

内発的
発展論

（一般型）
における
活動人口

・ 内部人材による資源
発掘と合意形成
・ 外部人材との連携きっ
かけと方法

・ 多様な主体（内部・
外部）の連携
・ 多様な資源（内部・
外部）の活用方法

・ 人材・資金の観点か
ら地域づくり活動の継
続性の工夫
・ 組織化

時間軸

地域活動に参画する市民

新しい
内発的
発展論
における
活動人口

Step1
地域ビジョン策定段階

Step2
環境整備段階

Step3
実践段階

Step4
継続段階

主な視点
・ コミュニティを活かした
地域ビジョンを策定
・ 課題の特定

中間支援組織

関係案内人 など

地域活動への関心・関与が低い市民

町内会、自治会、ＮＰＯ、地域運営組織など

地方自治体など

定住
人口

関係
人口

内発的
発展論

（一般型）
における
活動人口

・ 関係人口が地域で行って
いる取組を情報発信
・ 外部から人が来やすい
オープンな環境を整備

・ 地域住民と関係人口が
コラボし、地域ビジョンを
明確化しつつ、地域と関
係人口との連携・協働の
あり方をイメージ

・ 取組の組織化
・ 関係者が連携・協働
し、地域づくりを実践
・ 人材・資金の観点から
地域づくり活動の継続性
の工夫

時間軸

地域活動に参画する市民

新しい
内発的
発展論
における
活動人口

Step1
つながりの構築

Step2
環境整備段階

Step3
地域ビジョン策定段階

Step4
実践・継続段階

主な視点

・ 中間支援組織等によ
り、きっかけをつくり関係人
口を地域に誘引
・ 地域外の人が地域で活
動することを地域が体験

中間支援組織

関係案内人 など

関係人口

一部の有志が、中間支援組織等と
連携し、関係人口を地域に誘引

図 41 内発的発展を支える地域のプロセスデザイン（地域ビジョン先行型） 

図 42 内発的発展をさせる地域のプロセスデザイン（関係人口先行型） 
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プロセスデザインの見直しに伴い、新たに提案したケース２（関係人口先行型）に基

づき、地域づくりの初期段階について、図 43 のとおり整理した。 

まず、地域に興味を持った外部の人（関係人口）が積極的に地域を訪れ、一部の地域

住民と交流を重ねている状況が生み出される。これには、地域外の人と地域を結ぶ、関

係案内人及び中間支援組織が有効に機能することや外部の人が地域で活動するための

｢場｣が必要となる。地域外の人が地域で活動することを地域住民に体験・経験してもら

い、効果を実感してもらうことが、外部の人を迎え入れることに関する理解の促進に寄

与する。 

地域住民が外部の人と交流を継続することにより、連携・協働の機運が高まり、次第

に地域が外部に対してオープンに変化していく。これには、外部から人が来やすくなる

ようなオープンな状況をつくることが重要であるとともに関係人口が地域で行っている

取組について、地元メディアや行政の広報誌等が地域に対して継続的に情報を発信する

ことが重要である。 

外部との交流により、地域住民が地域に自信や希望を持ちはじめると、地域と関係人

口の連携・協働のあり方をイメージすることが可能となり、地域ビジョンが明確にな

る。これには、地域づくりにおける関係人口の位置づけを様々なグラデーションで関わ

るクリエーターと認識することや、地域内外の双方の価値観を理解し、客観的に地域を

俯瞰できる人がキーマンとなることが重要である。 

 

  

図 43 地域住民と関係人口が連携・協働した地域づくり（ケース２の初期段階） 
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3. 関係人口の拡大・深化に向けて 
3.1. 関係人口の持続化（地域と関係人口の適切な距離感） 

地域の人と関係人口の関係性を持続的なものとするためには、地域が関係人口とどのよう

に接するのかを考え、交流疲れ（関係疲れ）を防止することが必要となる。交流疲れは、地

域側に過度な負担がかかっている場合に生じることが多く、地域側の受入体制の中で役割を

分担するなど、適度な負担の分散が必要となる。また、関係人口は地域にとっての労働力で

もなく、観光客でもないことから、日常の延長線として接することが重要となり、｢地域の豊

かな部分をお裾分けする｣という感覚が求められるほか、マンネリ化を防ぐために取組を常に

変化させていくことが重要となる。 

 

（１）地域側の負担の適度な分散  

取組の継続性の観点からは、役割を分散するなど、地域側の適度な負担の分散が必要

になる。例えば、大学生のインターンの受入れにおいては、受入れを行う市町村が一箇

所に集中するなど、受け入れる側と送り出す側のバランスが崩れていることが問題とな

っている。地域側の受入体制をネットワーク化し、受入れインセンティブの異なる人同

士が連携し、それぞれの得意分野を活かしながら負担を分散することや、受入れを隔年

で実施する等の対応が効果的と考えられる。 

また、学生の中には義務的にインターンに参加するなど、地域づくりに関わるという

意識の低いままの人が存在している場合があり、地域の人が学生に不信感を持つ場合が

あることから、学生に対する事前のレクチャーが重要となる。 

 

（２）地域の豊かな部分をお裾分け 

地域の人は関係人口をもてなすのではなく、地域の豊かな部分をお裾分けするという

感覚で関係人口と接することが重要である。非日常は、交流疲れを引き起こす可能性が

あることから、地域の人は関係人口との交流を日常に溶け込ませるなど、日常の延長線

として接することが求められる。関係人口は観光客ではないので、お客様扱いする必要

はなく、双方が必要以上に気取らないことが重要であり、ソーシャルグッドディスタン

スを意識しつつ、地域の人と関係人口の適切な距離感を探ることが求められる。 

 

（３）取組を常に変化させる 

地域の人及び関係人口の双方における交流疲れの大きな要因となり得る“マンネリ化”

を防ぎ、取組を常に変化させることが重要である。同じことを繰り返しは、心が弾まな

くなるため、マンネリ化への対応が必要となる。楽しいイベントが地域住民と関係人口

の交流の場となることを発信することにより、交流に対する垣根を低くすることや、オ

フライン（リアル）とオンラインのバランスをとりながら交流を行うことが重要である。 

また、関係人口が直接寄与型に深化する、関係人口から移住につながる等、関係人口

の地域との関わりがステップアップすると地域のモチベーションが上がり、マンネリ化

を防止することにつながる。 
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3.2. 地域と関係人口のつながりの創出 
3.2.1. 関係人口を迎えるに当たっての地域の対応 

地域の人と外部アクターが連携・協働した地域づくりを行うにあたっては、地域が外側に

開かれていく必要があるが、2.3.において見直しを行ったプロセスデザインのケース２（関

係人口先行型）で示したとおり、地域（人）が関係人口を迎え入れるに当たっては、地域全

体の合意形成を図っておくことは必須ではなく、地域において地域住民と関係人口が行って

いる取組を他の住民に“目撃”させることにより、関係人口に対する理解を醸成していくこ

とが重要となる。 

 

（１）地域内外の関係案内人及び中間支援組織が有機的に連携し、地域に人を呼び込む 

地域側にとっては、関係人口という“よそ者”が地域に入り込むことに不安を感じ

る場合があることから、関係人口の身元を保証することが必要となる。信頼がある人

からの紹介であれば、関係性が深まりやすいことから、地域の人と関係人口をつなぐ

役割を果たす関係案内人や中間支援組織の信頼性の確保が重要となる。 

また、関係案内人、中間支援組織等は、都市と地方の｢翻訳｣を行うという観点から、

都市側と地方側の両方の視点で地域を客観的に俯瞰することが求められ、都市側のシ

ーズと地域側のニーズを調整する役割を担う。知名度の低い地域に関係人口を誘導す

る場合は、関係案内人、中間支援組織等の役割がさらに大きくなる。 

 

（２）関係人口の取組を地域（人）に見せることにより関係人口に対する地域の理解を醸成 

関係人口を迎えるに当たっては、必ずしも地域全体の合意形成は必要ではなく、関

係人口が地域住民と共に行っている取組について、地元メディアや行政の広報誌等を

通じて情報発信を行うことにより（メディアや行政が関係人口を取り上げることによ

り、関係人口に対する安心感及び理解が向上することにより）、関係人口が地域に存在

することの効果（メリット）を体感・実感してもらうことが重要である。成功体験の

積み重ねが重要であり、地域の一部で関係人口を受入れ、その効果を周囲が実感する

ことが合意形成につながるものと思料される。 

 

（３）地域（人）が地域の問題を自分事として捉えていくことが重要 

地域づくりの主体は地域住民であり、このことを再確認する必要がある。地域づく

りに参加していない地域住民を地域づくりに誘導することも重要である。その上で、

関係人口を単なる労働力やお客様ではなく、対等な立場で地域づくりを行うプレイヤ

ーと認識し、関係人口に頼りすぎない意識を持つことが求められる。関係人口が地域

で行っている取組に地域住民が触れることにより、地域づくりを自分事として捉えて

いくなど、地域住民の意識が変容していくことが重要である。 
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3.2.2. 関係人口が地域（人）との関わりを深めるためのポイント 
地域づくりにおける関係人口の位置づけは、地域住民と同様（地域住民にも地域への関わ

りに濃淡があるように、関係人口にも地域への関わりに濃淡があり、移住につながる人もい

れば、ライトな関わりの人もいる状況）であり、専門分野、得意分野を持つ関係人口はそれ

を活かした取組を地域で行い、特別な能力がない関係人口でもそれぞれの想いや興味により

地域に関わるなど、グラデーションを持って地域に関わるクリエーターであると認識する必

要がある。 

地域（人）と関係人口が連携・協働して地域づくりを進めていくためには、地域側のキー

パーソンが必要不可欠である。特に、取組の初期には、地域に対して関係人口を迎えること

について責任を負うことができる地域側のキーパーソンが重要となる。キーパーソンは自然

発生的に出現するものであり、具体的な役割を与えられるとキーパーソンとなっていく。キ

ーパーソンには、関係案内人と同様、地域内外を理解し、それぞれを翻訳できることが求め

られる。つまり、地域の価値観と外部の価値観の双方を理解しており、客観的に地域を俯瞰

できる人が望ましい。また、キーパーソンには、コミュニケーション能力が重要となり、人

的ネットワーク、人間関係資本を有することが求められる。一方、同一人物がトップ（キー

パーソン）を継続することは負担となることから、プロジェクト毎にキーパーソンが入れ替

わり、それぞれの分野の得意な人がトップ（キーパーソン）になることができるネットワー

ク型の組織を構築し、“ゆるいつながり”を継続することが望ましい。 

地域住民のモチベーションを保つためには、関係人口の中に一部でも移住につながる人が

いることが重要である（将来的な移住の可能性がある場合、関係人口に対する地域のモチベ

ーションが向上する）。特に、人口減少が進行している集落（農村的位置づけな集落等）では、

交流から移住につながるという“関わりの階段”のステップアップを目撃させることが重要

（関係人口は移住の裾野を広げる等、目に見える効果が重要）である。一方で、関係人口及

び地域の人が、関係人口の多様性を理解することが重要である。 

 

3.2.3. 都市部に居住し地方部を訪問する関係人口 
首都圏都市部に居住している関係人口でない人については、約６割が地方部での居住経験

がない一方、首都圏都市部に居住し、三大都市圏以外の地方部を訪問している関係人口につ

いては、これは、半数以上の出生地が地方部となっている（図 44）。地方部に居住経験がある

人が地方部に関わる関係人口となる可能性が高いことを示している。 

また、首都圏都市部に居住する関係人口（訪問系）が地域を訪れたきっかけについて分析

すると、地方部（政令市及び中核市を除く）への訪問は、首都圏都市部への訪問と比較して、

地縁・血縁をきっかけとしている人の割合が大きいことがわかる（図 45）。 

現実には、地縁・血縁を地域との関わりのきっかけとしているケースが多く、地縁・血縁

的なつながりから関係人口に発展する可能性が高い。これは、地縁・血縁的な理由により地

域を訪問している人について、地域との距離を近づけることの重要性を示しているが、一方

で、地縁・血縁的な関わりのみをきっかけとすると、関係人口の拡大・深化に限界が生じて

しまう。 
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さらに、三大都市圏に居住する関係人口（訪問系）訪問系が地域を訪問することになった

きっかけを詳細に分析すると、PUSH＝内部要因（地域に行く側の視点）では、“観光・レジ

ャーで訪れたことがある”及び“仕事の関係で訪れたことがある”の割合が大きい一方、

PULL＝外部要因（地域に迎える側の視点）では、“親族、友人・知人が住んでいる、住んで

いた”、“かつて住んでいた・職場や学校などに通っていたことがある”等、訪問経験や地

縁・血縁が大きな要因となっていることが確認できる。また、“地域行事（祭り等）への参

画で訪れたことがある”と回答する人も比較的多く、地域を体験する機会を創出することも

重要な要素であると考えられる（図 46）。 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

【ある】出生地（生まれたところ）が、地方であった

【ある】過去に、親族や家庭の事情により、地方に住んでいた

【ある】過去に、自分の進学・通学の都合などにより、地方に住んでいた

【ある】過去に、自分の仕事の都合などにより、地方に住んでいた

【ある】過去に、地方暮らしやその地域に興味を惹かれて、地方に住んでいた

【ある】過去に、知人などに勧められて（又は誘われて）、地方に住んでいた

【ある】過去に、趣味や好きなことなどを満喫できる環境だったので、地方に住んでいた

【ある】その他

【ない】地方には住んだことがない

首都圏都市部に居住し関係人口でない人(N=32,808) 首都圏都市部に居住し地方を訪問している関係人口(N=4,682)

※複数回答可

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （人数ベース）

■ 首都圏都市部に居住しその他地域に関わる関係人口（訪問系）又は関係人口ではない人

地方部での居住経験 ※ 地方部とは、本調査で定義した三大都市圏以外の地域をいう。

5.0%

15.0%
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地方部（政令市及び中核市を除く）への関わり(N=6,480) 首都圏都市部への関わり（N=5,372)

都市部では地域（人）との偶発的な出会いの
機会に恵まれているのではないか（仮説）

※複数回答可（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （訪問地域数ベース）

■ 首都圏都市部に居住し首都圏都市部又はその他地域（政令市及び中核市を除く）に関わる関係人口（訪問系）

地域を訪問したきっかけ

都市部から地方部を訪れている関係人口は、地縁・血縁
をきっかけとしている人の割合が大きい

図 44 関係人口（訪問系）の地方部での居住経験 

図 45 関係人口（訪問系）が地域を訪問したきっかけ 
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三大都市圏に居住し、その他地域に関わる関係人口（訪問系）の直接寄与型は、地域との

関わりを継続したい理由として、“楽しい、リフレッシュできる”、“家族の事情や地域との関

係性がある”のほか、“いろいろな人との出会いやつながりがあり、共感を得ることができる”

及び“人との出会いやつながりをサポートしてくれる人がいる”といった地域とのつながり

を重視する割合が大きくなっている（図 47）。“楽しい、リフレッシュできる”ことを理由と

して地域との関わりを継続したいということであり、地域との関わりが決して義務的ではな

いということに留意が必要である。 

関係人口の裾野を広げるという観点では、地縁・血縁のない地方部において地域とのつな

がりを創出していくことが特に重要である。 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%
企業の制度で副業が認められた

企業の制度でテレワークが認められた

仕事の関係で訪れたことがある

働き方改革を背景として、地域に関心を持った

自然災害（東日本大震災等）を背景として、地域に関心を持った

現在と異なる暮らし方を求めて、地域に関心を持った

地域に対して憧れや好感、関心、共感を持った

観光・レジャーで訪れたことがある

災害ボランティアで訪れたことがある

ボランティア（災害以外）で訪れたことがある

ゼミ合宿や地域体験モニターで訪れたことがある

地域行事（祭り等）への参画で訪れたことがある

滞在拠点、ワーキングスペース等を活用して、地域を訪れたことがある

カーシェアリング等が充実していた

クラウドソーシング、ワークシェア等が充実していた

ゲストハウス・民宿等への宿泊を通じて、地域に興味がわいた

地域事情（雇用、住居等）を教えてくれる住民等との交流を通じて、地域に興味がわいた

オンライン（zoom、Slack等）を活用した関わりを通じて興味がわいた

メディア（テレビ、雑誌）等を通じて得た情報に興味がわいた

インターネットやSNS、オンラインコミュニティへの参加によって得た情報に興味がわいた

ふるさと納税やクラウドファンディング等を通じて興味がわいた

地域の特産品の購入を通じて興味がわいた

かつて住んでいた・職場や学校などに通っていたことがある

親族、友人・知人が住んでいる、住んでいた

友人・知人等が訪れている、友人・知人に誘われた

地域とのつながりをサポートする窓口・案内所等から紹介を受けた

様々な地方の情報を受け取ることが出来る交流の場等で紹介を受けた

地域を紹介するHPやSNS、オンラインコミュニティ等で紹介を受けた

特になし

その他

※複数回答可

PUSH要因
（地域に行く側の視点）

PULL要因
（地域に迎える側の視点）

PUSH要因及びPULL要因

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （訪問地域数ベース）

回答者総数：2,383人
訪問地域数：4231地域

■ 三大都市圏都市部に居住しその他地域に関わる関係人口（訪問系）のうち直接寄与型

図 46 関係人口（訪問系）直接寄与型が地域を訪問したきっかけ（三大都市圏居住） 

図47 関係人口（訪問系）直接寄与型が地域との関わりを継続したい理由（三大都市圏居住） 

0% 10% 20% 30% 40%

楽しい、リフレッシュできる

生きがいを感じる、自分らしさや成長などを実現できる

同行者や滞在先の人などが喜んでいる

いろいろな人との出会いやつながりがあり、共感を得ることができる

人との出会いとつながりをサポートしてくれる人がいる

収入源となっている

本業の仕事がはかどる

地域の良い変化を感じられる

所属組織として取り組んでいる

家族の事情や地域との関係性がある

その他

※複数回答可

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施） （訪問地域数ベース）

■ 三大都市圏都市部に居住しその他地域に関わる関係人口（訪問系）のうち、直接寄与型

地域との関わりを継続したい理由

回答者総数：2,137人
訪問地域数：3,746地域
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3.2.4. 関係人口と地域の人の“つながり”のサポート 
先述のとおり、関係人口となるきっかけとしては、①地域への関心・共感、仕事や観光で

訪れたことがある等の PUSH＝内部要因（地域に行く側の視点）と②業務や学業で関わったこ

とがあることや中間支援組織、関係案内人等からの紹介等の PULL＝外部要因（地域に迎える

側の視点）に大別できる。 

地域を訪れた際などに、地域における“関わりしろ”と偶発的に遭遇することができれば、

訪問者は地域を継続的に訪問し、地域の人との関わりを持つ関係人口となると考えられる。

それには、計画的に偶発性を生み出すとともに、関係人口（となる人を含む）と地域のつな

がりをサポートすることが重要となる。 

｢住み続けられる国土専門委員会｣では、新たなコミュニティを創造し、地域を魅力のある

ものにしていくためには、人々のつながりをサポートする｢人｣、人々が気軽に集まれる

｢場｣、人々を継続的につなげる｢仕組み｣の 3要素の重要性をとりまとめた。 

関係人口の拡大・深化のための地域の人と関係人口のつながりのサポートについても、こ

の｢人｣、｢場｣、｢仕組み｣の観点から整理した。なお、都市から地方（地域）へのつながりとい

う視点で整理を行っている。 

 

（１）地域の人と関係人口を結びつける関係案内人、中間支援組織など【人】 

関係案内人及び中間支援組織は、中間支援的な役割を果たし、都市側のシーズと地域

側のニーズを調整しつつ、地域に関係人口を誘引する役割を担う人である。地域の人と

関係人口の垣根を取り払う（垣根を跳び越えさせる）役割も担う。特に知名度が低い地

域では、偶然性を装いながら必然をデザインする場の編集人（プレイスエディター）と

呼ばれる人の存在が重要となる。関係案内人等には、都市側に拠点を持つ人、地域側に

拠点を持つ人、都市と地域の双方に拠点を持つ人が存在している。地域側の関係案内人

等と都市側の関係案内人が連携・協働して活動することが重要となる。 

関係案内人、中間支援組織等に求められる資質は、以下のとおりである。 

 

○ 都市と地方の両方の視点を持ち、地域を客観的な視点でみることが可能な人。地

域外を経験したことがある｢都市と地方の視点｣の翻訳ができる人であり、地域側に

働きかけを行い、地域の人の背中を押すことできる人。 

○ リスクを許容し、リーダーシップを発揮できる人 

○ シビックプライドを持ち、地域の魅力を発見し、語り伝えることができる人（地

域側の関係案内人等の場合） 

 

関係案内人等が有効に機能するために必要な要素としては、以下のとおりである。 

○ 関係案内人の入替えを許容する等、柔軟な対応を許容 

○ 経済的な安定性の確保を含め、関係案内人等のモチベーションを保つ仕組み 

○ 都市側と地域側など、関係案内人同士を適切にマッチング 

○ 関係案内人等を育成する仕組みが重要であり、関係案内人等となって地域と関わ
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りを持ちたいと考えている人を対象とした講座（地域住民を巻き込み、地域の魅力

の再発見につながるような取組を含む）を開催 

○ 地域外での信頼性を確保するとともに、地域内において価値観を共有するために、

活動の実績が評価される仕組み（レビューや口コミ） 

 

 

 

 ここで、関係案内人の事例を紹介する。 

 和歌山県有田郡湯浅町の樫原氏は、東京から Uタ

ーンした後、地域の基幹産業であるみかん業界全体

の底上げを目的とし、幼なじみと協働して、みかん

農園の農作業を手伝う替わりに寝食を提供するワ

ーキングホリデーを企画し、大学生の受入れを行っ

た。また、地元の友人が空き家を活用して設置した

「紀家わくわく」は農業体験に訪れた大学生の交流

の場として活用されている。訪問者はリピーターが多く、来訪の目的が農業体験から地

域への訪問に変化しており関係人口化している。地域にとっては、訪問者がいることが

日常となっている。樫原氏らは、2017 年 9 月に湯浅町で開催された「日本みかんサミッ

ト」の運営を支えたほか、「東大みかん愛好会」及び「静大みかんクラブ」の合同夏合宿

の受入れ、その大学生が地元小学校の児童に「みかんの授業」を行う等、地域とのつな

がりを生み出している。 

 また、樫原氏と和歌山出身のデザイナーと協働して、地域を盛り上げるための企画・

デザインを行う「CHARLL’s（チャールズ）」を運営しているほか、柑橘業界に関わる人

を増加させることを目的として、クリエイティブな人材が不足している柑橘業界と、地

域のプロジェクトに興味を持っているクリエーターをつなぐ団体「CITRUSIST（シトラシ

スト）」を立ち上げ、人々の関心を柑橘業界に集めるため、都市側と地域側の視点でシー

ズとニーズのマッチングを行っている。 

 

もう一つの事例は、日本国内のみならず、海外とのつ

ながりを創出している事例である。奈良県山辺郡山添村

の梅守氏は、事前に人が集まらない同村において、世界

を視野に入れた広域的な範囲から来訪者を集め、地域資

源を活用した循環型経済を確立するために、農村民泊プ

ロジェクトに取り組むとともに、関係案内人として郷土

料理の体験ツアーをアテンドするなど、地域に人を誘引

連携・協働

サポート

連携・協働

来訪者と地域の人との交流 

日本みかんサミット集合写真 

提供：樫原氏 

引用：https://www.ume-yamazoe.com/ 
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し、地域住民との交流の機会を創出している。宿泊場所には地域住民が気軽に立ち寄る

ことができる等、来訪者と地域住民の偶発的な出会いの場となっており、地域住民と来

訪者の交流が行われ、地域の活性化につながっている。来訪者としては外国人が多く、

農林水産省の「近畿の食と農インバウンド優良表彰における近畿農政局長賞」（2016 年

度）を受賞している。 

 

【出典】 

ソトコト 2018 年２月号及び 2019 年 10 月号、ソトコトオンライン、梅守商店（ume 

yamazoe）HP 及び第三回日本みかんサミット（Peatix）HP を参照し、国土政策局が編

集 

 

（https://sotokoto-online.jp/500） 

（https://www.ume-yamazoe.com/） 

（https://sotokoto-online.jp/2022） 

（https://mikansummit2020.peatix.com/） 

 

（２）地域の人と関係人口が偶発的に出会い、連携・協働した地域づくりに必要な関係案内

所など【場】 

関係案内所等は、関係人口と地域の人（地域住民相互を含む）の接点が生まれ、活動

の息づかいを感じることができる場所である。これは、地域側に加え、都市側にも存在

する必要がある。誰もが自由に立ち寄れる場所であって、外部を含めた不特定多数の人

が集まることにより接触率が高まる場所である。具体的には、カフェ、商店、飲食店、

直売所、朝市、ひいては、ショッピングモール、駅や道の駅のような交通結節点がなり

得る。関係案内所等は、都市側の関係案内人が地域とのつながりを構築できる場所とし

ても有効である。また、過疎地域や中山間地域では関係案内人が持つ拠点が関係案内所

となる例もある。｢場｣については、バーチャルなものもあり、疑似体験が行える等、個

性的なコンテンツを発信し続けることにより、場が構築され、偶発性が向上する事例も

ある。 

関係案内所等に求められる機能は、以下のとおりである。 

 

○ 空き家、廃校等を活用して地域と関係人口が一緒に場をつくりあげていくなど、

｢場｣に“関わりしろ”を残すことが重要 

○ そこに行けば会いたい人に会えるといった固着性を持つことが重要 

○ 地域住民と関係人口が交流する｢場｣は、地域側の人にとっての緩衝地帯であるこ

とが必要 

○ バーチャルな場においては、魅力的なコンテンツの存在が重要 

 

関係案内所等が有効に機能するために必要な要素としては、以下のとおりである。 
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○ ｢場｣の存在だけではなく、（声がけなどの）アクションをプラスすることが重要で

あり、アクションをプラスすることの重要性を関係案内人が地域に伝達（地域住民

が自分のできる範囲でアクションを行い、地域の取組の一翼を担う） 

○ バーチャルな場が機能するためには、インターネットリテラシーが高い人材が必

要であり、個性を引き出すための情報の編集力や行動の変容を促すためのデザイン

性と物語性を持ったコンテンツを作成できる人（センスを持った人）の存在 

 

 

 

ここで、関係案内所の事例を紹介する。 

「ナカイチ」は、福岡県那珂川市の博多南駅前

ビルや駅前公園を初めとした４つの公共施設の愛

称である。ここには、カフェ、レンタルスペース、

ワークスペース等の機能が複合している。 

定期的にアートや仕事を切り口にしたイベント

が開催され、那珂川市やナカイチに対して「日頃

から気になっている」という人を呼び込んでいる。 

イベント等を通じて市内外から集まるのは、

「新たな仕事や働き方を志向する人」、「時代の変

化に柔軟なアーティスト及びクリエーター」、「ま

ちでの活動に意欲的な人」、「移住を考えている

人」等が中心である。 

「ナカイチ」は、興味の対象が様々な不特定多

数が集まり、それを受け入れることにより、偶発

的な出会いの機会として機能している。また、「ナ

カイチ」で行われている取組を目撃した幅広い世

代の人達が、次の取組に参加するという好循環が生まれている。物理的な場はあらかじ

め整っていたわけではなく、駅ビルのリニューアルを行う際、「こととば那珂川」という

事業において、イベント等を通じて、地域住民のニーズを図り、地域住民と関係人口が

連携・協働して創り上げている。「ナカイチ」はそこを訪問すれば地域活動の息づかいを

感じることができる｢場｣であり、駅という交通結節点に設けられたことで、偶発的な出

会いが起きやすい｢場｣として機能している。 

ワークショップの様子 

ナカイチ（博多南駅前ビル） 

提供：こととば那珂川 

引用:https://cototoba.com/news/20170218report_lvs1/ 
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もう一つの事例は、鹿児島県阿久根市にある「イ

ワシビル」である。ここには、「カフェ」、「ショッ

プ（地元の素材を活用した商品を販売）」、「ホステ

ル」、「工場」などが設けられている。市の中心部

に存在していることから、不特定多数の人同士の

接触率が高くなっており、買い物客、旅行者、地

元生産者、地域づくりに興味がある人等が偶発的

に出会い、コミュニティが形成されることにつな

がっている。そして、訪問者が関係人口として再

び地域を訪れた際における地域の人と関係人口の

交流の場として機能しており、地域に賑わいをも

たらしている。様々なコンテンツを“ごちゃまぜ”

に設け、偶発性を誘引しているケースである。 

 

【出典】 

   ソトコト 2020 年 3月号及び 2018 年 7月号、ソトコトオンライン HP、福岡県那珂川

HP、こととば那珂川 HP、下園薩男商店（IWASHI BLDG.）HP、スピングラス・アーキテ

クツ HP を参照し、国土政策局が編集 

 

（https://sotokoto-online.jp/1062） 

（https://www.city.nakagawa.lg.jp/site/ekibiru/） 

（https://cototoba.com/news/designtalk2/） 

（https://www.spinglass.co.jp/nakaichi） 

（https://cototoba.com/news/20170218report_lvs1/） 

（https://iwashibldg.jp/） 

 

（３）地域の人と関係人口の距離を縮めるイベントなど【仕組み】 

｢仕組み｣とは、イベント、企画、情報発信等であり、地域の人と関係人口の信頼関係

を構築することにより“つながり”を創出し、お互い共創したいものを創り出せる環境

（win-win な関係を構築できる環境）を生み出すことである。例えば、SNS 上に形成され

るオンラインコミュニティは、人々が共通した価値観でつながるものであり、人が地域

に赴くことのハードルを下げることが期待される。ただし、オンラインとオフライン（リ

アル）の相互補完が重要となる。 

また、｢仕組み｣は体験等の場面をつくることが可能であり、｢仕組み｣そのものが｢場｣

になり得る。 

｢仕組み｣に求められる機能については、以下のとおりである。 

 

 

1 階にあるショップ 

イワシビル 
引用：https://iwashibldg.jp/ 

引用：https://iwashibldg.jp/ 
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○ 決まった時期や場所でイベントがあるなど、固着性があることが重要（地域を想

い出すきっかけ） 

○ オンラインが得意としている“カテゴライズ機能”を活用することにより、自然

に人が集まるオンラインコンテンツ上において、コミュニケーションを生み出し、

地域に誘導していくことが必要 

○ 自然に人が集まらない地域に人を呼び込むためには、人的ネットワークやオンラ

インの活用が有効であり、広域的な範囲で人を集め、その先に案内していく仕組み

が必要  

 

｢仕組み｣が有効に機能するために必要な要素としては、以下のとおりである。 

○ バーチャルな｢仕組み（場）｣が機能するためには、インターネットリテラシーが

高い人材が必要であり、個性を引き出すための情報の編集力や行動の変容を促すた

めのデザイン性と物語性を持ったコンテンツを作成するためのセンスを持った人

の存在（再掲）  

○ 関係人口を受け入れるために地域が変容していくことが必要であり、地域側の受

入体制を整えた上で、地方で過ごしたいという人に地域を紹介 

 

 

 

ここで｢仕組み｣の事例を紹介する。 

しまコトアカデミーは、島根県と「ソトコト」がコ

ラボレーションして行っている取組である。これは、

東京や大阪等、大都市圏に居住している人のうち、島

根や島根の地域づくりに関心を持つ人を対象とし

て、４から６回の大都市圏での座学と島根県内での

インターンシップを組み合わせた講座である。先進

的な地域づくりを行っている島根をフィールドとし

て地域を学び、実際に地域を訪問することを通じて、自分のかかわり方＝コトの起こし

方、“関わりしろ”を発見する取組であり、地域に貢献したいと思いつつも関わり方がわ

からない人が関係人口として地域に誘導される仕組

みとなっている。 

「しまコトアカデミー」は、島根県に関心を持つ

人を増やすこと、地域貢献を行ってくれる UIターン

者を育成すること、それらの人達のネットワーク化

を図ることを目的としている。「しまコトアカデミ

しまコトプランの発表 

大都市圏での座学 

提供：（株）シーズ総合政策研究所 

引用：https://www.shimakoto.com/?page_id=4 
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ー」を修了した受講生は、大都市圏において島根県を PRするイベントを開催することや

県内の地域を訪問し地域活動に参加すること等、自主的に島根を盛り上げる活動を行っ

ており、成果が現れはじめている。 

大都市圏で行われる講座の内容は、島根の現状、地域が抱える課題等を受講生が共有

することである。県内インターンシップでは、地域活動実践者との対話や実際に地域活

動を体験し、総括として、島根県との関わり方を参加者一人ひとりがしまコトプラン（課

題解決のためのアクションプラン）として発表を行う。 

県内インターンシップでは、受講生は関わる地域（東部、西部、隠岐）を選択可能であ

り、地域活動実践者のみならず、地域住民等から話しを聴くことも可能であり、インタ

ーンシップを通じて、受講生自らが地域課題や地域の価値、可能性を発見する機会とな

っている。 

卒業生のうち、UI ターンをした人の多くは、講座を通じて学んだ地域の課題を解決す

るための活動を行っている。また、移住に至らなくても、インターネットラジオによる

島根県の PR や県内小学校での出前授業の開催、都内で島根の食を紹介するイベントを開

催する等、関係人口として関わりを継続している。 

しまコトアカデミーのほか、和歌山県田辺市でも関係人口講座「たなコトアカデミー」

が開催されている。 

今年度は、新型コロナウイルスの感染拡大の

影響から、「しまコトアカデミーDIGITAL 講座

（以下「しまコト DIGITAL」という。）」とし

て、完全オンライン化している。東京、関西、

広島、島根の４つの講座を募集し、オンライン

の特性を活かして、全講座合同で開催した。し

まコト DIGITAL は、オンラインでの開催のた

め、実際に島根を訪れるインターンシップに代

わり、Special Day という回を設け、島根中のプレイヤーをリレー中継し、一日で島根各

地のキーパーソンと出会うオンラインの特徴を活かしたプログラムも用意された。 

 

【出典】 

全国知事会 HP『「しまコトアカデミー」実施による関係人口の拡大』及びしまコト

アカデミーHP『しまコト DIGITAL』を参照し、国土政策局が編集 

 

（http://www.nga.gr.jp/app/seisaku/details/6036/） 

（https://www.shimakoto.com/?page_id=1382） 

 

しまコト DIGITAL 講座風景 

提供：（株）シーズ総合政策研究所 
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都市住民が関係人口となり、地域との関わりを持つまでのフローをイメージとして、次の

ように整理した（図 48）。なお、すべての段階を踏むわけではなく、部分的に“つながり”の

サポートを利用する場合がある。 

都市住民は、SNS等のソーシャルメディアやインターネットプラットフォーム等を通じて、

地域に興味を持ち（①）、都市側の関係案内所に立ち寄る、または関係案内所と偶発的に遭遇

することにより、都市側の関係案内人のサポートを受けることになる（②）。この段階では、

地域に興味があるものの受け身的な姿勢でいる人に対して、如何にして情報を届けるのか、

如何にして地域にアプローチしてもらうのかが課題である。 

その後、都市側の関係案内から紹介された地域等を訪問し、地域側の関係案内所に立ち寄

り、地域側の関係案内人を通じて、又は偶発的に地域住民にアプローチを行う（③）。地域住

民と関係人口が交流を通じて、共通の価値観を持つ新たなコミュニティを形成し、連携・協

働して地域課題等に取り組むことになる（④）。 

偶発性という観点からは、地域をふらっと訪問した人が偶発的に関係案内所に立ち寄り、

地域とのつながりを構築していくことができる環境が重要である。 

都市住民が地域等に興味を持つことや地域に赴くきっかけとして、仕組みの一種であるSNS

等のソーシャルメディア、インターネットプラットフォームは有効である。あらかじめ共通

の価値観を持つコミュニティが形成されていれば、地域を訪問するハードルが下がる。SNS 等

のソーシャルメディア等が有効に機能するためには、関係案内人等の中間支援組織や地域住

民が積極的に地域や関係案内所に関する情報発信を行い、都市側との双方向のコミュニケー

ションを実施することが重要である。 

このように、つながりをサポートする「人」、「場」、「仕組み」が三位一体となり、地域と関

係人口の個性・特徴・多様性を活かした連携・協働を生み出していくことが求められる。 

 

  

図48 関係人口と地域の人との“つながり”のサポートのイメージ 
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3.3. シェアリングと関係人口 
3.3.1. シェアリングの基本的な効果 

「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和 2年 9 月実施）の１次調査に

おいて、「特定の地域と関わりがない」と回答した“関係人口ではない人”の約３割が、関係

人口（訪問系及び非訪問系）となるために必要な要素として、“金銭的負担の軽減”と回答し

ている（図 49）。移動や滞在に伴う金銭的負担が地域を訪問するに当たっての障害の一つにな

っていることが確認できる。 

シェアリングサービスには、金銭的負担を軽減する効果があり、有効に活用することが関

係人口の拡大・深化を加速させる可能性がある。 

一方で、首都圏都市部に居住し、その他地域を訪問している関係人口が地域に赴く際に利

用する交通手段については、自家用車を利用する人の割合が大きく、カーシェアリング等の

シェアリングサービスを利用している人の割合は小さい（図 50）。 

 

 

 

 

 

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、1次調査

32.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

仕事やプライベートでの時間的な余裕の確保

移動や滞在に伴う金銭的負担の軽減

会社など所属組織の理解、テレワークや副業を認めるなどの制度化

現勤務地での十分な収入の確保

訪問地域での活動に伴う収入の確保

自分の能力・知識・経験などを活かせる機会の存在

地域の人とのコミュニケーション

地域とのつながりをサポートする窓口・案内所等の存在

様々な地方の情報を受け取ることが出来る交流の場等の存在

地域を紹介するHPやSNS、オンラインコミュニティ等の存在

家族や同行者の理解、価値観の合う仲間の存在

その他
回答者総数：44,606人

関係人口ではない人が関係人口となるために改善を望む要素 ※ 複数回答可

0.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

自家用車

バイク

自転車

一般路線バス

都市間高速バス

新幹線

新幹線以外の鉄道

旅客機（飛行機）

旅客船・フェリー

タクシー

レンタカー

カーシェアリング

その他

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、訪問地域数ベース

関係人口が地域に赴く際に利用する交通手段

※ 複数回答可

回答者総数：4,672人
訪問地域数：8,718地域

図49 関係人口ではない人が関係人口となるために改善を望む要素 

図50 関係人口が地域に赴く際に利用する交通手段 
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また、同様に首都圏都市部に居住しその他地域を訪問している関係人口が利用する滞在場

所についても、旅館・ホテル等の一般的な宿泊施設を利用する割合が大きくなっており、共

有ワークスペースやコミュニティスペースを含めたシェアリングサービスの利用率は高くな

い（図 51）。シェアリングサービスには、利用拡大の余地があることが確認できる。 

関係人口（訪問系）において、どのような人がシェアリングサービスを利用しているかを

分析すると、首都圏都市部からその他地域に関わっている関係人口では、滞在場所のシェア

リングサービスについては約７割が直接寄与型となっている（図 52）。また、年齢性別で

は、シェアリングサービス、コ・ワーキングスペース、コミュニティスペース等について

は、若年層の男性の利用率が高くなっている（図 53）。 

 

 

 

 

 

 

1.4%

4.6%
1.6%

3.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

自分や家族が所有または賃借している物件

親族の家（親族が所有または賃貸する物件）

友人・知人の家（友人・知人が所有または賃貸する物件）

シェアリングサービス

旅館・ホテル、ペンション等の宿泊施設

ゲストハウス、キャンプ場等の簡易宿所、民泊等

コワーキングスペース、シェアオフィスなどの共有ワークスペース、レンタルオフィスなど

民間企業等の事業所・オフィス・作業場等

農林漁業等に関連する施設や現場

所属団体等の設けているサテライトオフィス

コミュニティスペース等の地域の交流拠点施設（コミュニティカフェ等を含む）

役場、会館・集会所、図書館、産業支援施設などの公共的な施設

学校などの公共的な施設

商業・サービス、レジャー関連施設

医療・福祉関連施設

墓地、神社、宗教関連施設

スポーツ関連施設や公園等

民間企業が所有または管理している物件（会社の寮や借上げ社宅、保養所等）

自然・景勝地等

特になし

その他

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、訪問地域数ベース

関係人口が地域に赴く際に利用する滞在場所

※ 複数回答可

回答者総数：4,672人
訪問地域数：8,718地域

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、訪問地域数ベース

滞在場所ごとの関係人口（訪問系）大分類の割合 ※ 複数回答可

■ 首都圏都市部に居住し、その他地域に関わる関係人口（訪問系）

6.8%

19.9%

9.1%

7.8%

38.5%

0.8%

6.8%

6.9%

11.2%

5.6%

9.9%

12.8%

6.8%

19.4%

6.3%

13.1%

23.3%

42.0%

4.2%

4.7%

4.9%

6.3%

3.0%

5.9%

1.7%

0.2%

4.2%

0.4%

1.0%

1.0%

73.7%

48.9%

64.3%

66.8%

24.2%

37.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

シェアリングサービス(N=118)

ゲストハウス、キャンプ場等の簡易宿所、民泊等(N=403)

コワーキングスペース、シェアオフィスなどの共有ワークスペース、レンタルオフィスなど
(N=143)

コミュニティスペース等の地域の交流拠点施設(コミュニティカフェ等を含む)(N=268)

旅館・ホテル、ペンション等の宿泊施設(N=2,947)

自分や家族が所有または賃借している物件(N=1,179)

趣味・消費型 就労型（テレワーク） 参加・交流型 就労型（現地就労） 就労型（現地就労＋テレワーク） 直接寄与型

回答者総数：4,672人
訪問地域数：8,718地域

図51 関係人口が地域に赴く際に利用する滞在場所 

図52 滞在場所ごとの関係人口（訪問系）大分類の割合 
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3.3.2. 関係人口の拡大・深化におけるシェアリングの役割 
シェアリングはサービスが多岐にわたるその特性から、地域づくりや関係人口の拡大・深

化において、幅広い活用が期待できる。特に、移動手段、滞在場所、コミュニティ拠点の確

保、関わり先での活動機会（関わりしろ）の提供が期待される。さらに、地域の関わりしろ

やコンテンツ等についてオンラインプラットフォームを通じて、気軽に発信することが可能

となり、地域と関係人口をつなぐ関係案内所的な役割を担うことが期待される（図 54）。 

共同所有や共同利用など、社会的な意義を有するシェアリング（ここではコミュニティ形

成機能を有したものをいう）は従前より地域内に存在していたが、近年はニューエコノミー

としてシェアリングエコノミーが拡大しつつある。社会的な意義を有するシェアリング（原

生的シェア）は、主に地域内で機能する一方、シェアリングエコノミー（市場的シェア）は

地域にあるコンテンツ（ここでは主に｢場｣に関するもの）を地域外に発信する役割を担って
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シェアリングサービス(N=118)

ゲストハウス、キャンプ場等の簡易宿所、民泊等(N=403)

コワーキングスペース、シェアオフィスなどの共有ワークスペース、レンタルオフィ

スなど(N=143)

コミュニティスペース等の地域の交流拠点施設(コミュニティカフェ等を含

む)(N=268)

旅館・ホテル、ペンション等の宿泊施設(N=2,947)

自分や家族が所有または賃借している物件(N=1,179)

男性：18-34歳 男性：35-49歳 男性：50-64歳 男性：65歳-
女性：18-34歳 女性：35-49歳 女性：50-64歳 女性：65歳-

回答者総数：4,672人
訪問地域数：8,718地域

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）、訪問地域数ベース

関係人口が利用する滞在場所ごとの年齢構成 ※ 複数回答可

■ 首都圏都市部に居住し、その他地域に関わる関係人口（訪問系）

図53 関係人口が利用する滞在場所ごとの年齢構成 

図54 地域づくり及び関係人口の拡大・深化におけるシェアリングの活用 
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おり、都市と地方をつなげる役割がある。 

シェアリングエコノミーは、市場を通じてサービスを提供しているが、コ・リビング、シ

ェアハウス、コ・ワーキングスペース、シェアオフィスといった「人と人」及び「人と地域」

のつながりを生み出すとともに、コミュニティ形成に寄与するものが増加しつつあり、現象

として社会的な意義を有したシェアリングを補いつつある（図 55）。 

シェアリングが大衆化することにより、シェアリングを通じて、普通の市民が地域の関係

案内人になれる可能性がある。シェアリングにより誰かとつながる楽しみを享受することが

でき、それが共助の思想となり、Well-being にもつながっていくことが期待される。 

関係人口の拡大・深化の観点からは、地域コミュニティ内で行われているシェアリングを

外部に開放する検討を含め、原生的シェア＝社会的な機能を有するシェアリング（一部のシ

ェアリングエコノミーを含む）を適切に活用していく必要がある。 

一方で、地域（地方部）においてシェアリングを導入するに当たっては課題もある。地方

部では地域側にシェアリングを導入しようとする動機が薄く、シェアリングを導入するイン

センティブを持ってもらうために、地域の理解を得ることが重要であり、成功事例の共有が

必要である。また、マッチングを行う上でも、サービス提供者と利用者のミスマッチ（シー

ズと比較して、ニーズが集まらないこと）がある。人口減少地域や農村部では小さい需要を

まとめていくことが求められる。また、シェアの精神が根付いたとしても、プラットフォー

ムを活用したシェアリングエコノミーは IT リテラシーが求められ、IT リテラシーの向上を

行う必要がある。 

 

  

図55 シェアリングが持つ機能 

シェアリングエコノミー≒市場的シェア
（金銭的対価が生じ、市場経済において機能するもの）

社会的な機能を有するシェアリング≒原生的シェア
（ここではコミュニティ形成機能を有したもの）

コ・リビング
シェアハウス

コ・ワーキングスペース
シェアオフィス

カーシェア
ライドシェア

クラウドソーシング
ワークシェア

クラウドファンティング

協同組合型シェアリング

共同所有・共同利用

公的機関が提供する
シェアサービス

コミュニティ形成機能を有する
シェアリングエコノミー

etc

安価な移動手段、滞在場所及び業務従事スペースの提供、地域で
できる仕事の提供等、地域間での人の移動を促進

シェアリング自体が、人々のつながりを生みだし、共通の価値観を持つ、“新たな
コミュニティ”を創造

特
に
社
会
的
な
要
素
が
強
い

シ
ェ
ア
リ
ン
グ



 
 

58 

 

4. 議論のまとめ 
4.1. 懇談会を通じて明らかになったこと 

関係人口の実態把握を目的として実施した「地域との関わりについてのアンケート」によ

って、三大都市圏に居住する人の約 18％（約 861 万人）及びその他地域に居住する人の約 16％

（約 966 万人）が関係人口（訪問系）として、日常生活圏、通勤圏等以外の特定の地域を訪

問していることが判明した。このうち、三大都市圏に居住する関係人口（訪問系）について

は、直接寄与型が約 301 万人存在するなど、地域の内発的発展への寄与が直接的かつ地域と

の結びつき度が強い人が数多くいることが確認できる。また、約 448 万人が関係人口として

三大都市圏からその他地域に関わりを持っていることをはじめ、関係人口の全国レベルでダ

イナミックな流動を行っている実態が明らかになった。 

他方、首都圏では、東京大都市雇用圏に居住している関係人口（訪問系）のうち、約 40％

が「地域内関係人口」として自圏内に関わっていることが明らかになり、都市部と地方部と

いう図式だけではなく、近隣地域との共助的なものを含めた関係性を確認している。 

人口 1 万人当たりのその地域を訪問している関係人口の人数が多い市町村は、三大都市圏

からの転入超過回数も多いことから、外部の人を受け入れる環境を整えることが、関係人口

と移住者の増加につながっていると推測できる。また、地域との結びつき度が強い関係人口

ほど、関わり先を移住先として魅力的に感じている。よって、地域としては、関係人口の拡

大施策に取り組む意義は大きいと考えられる。 

さらに、関係人口は多面的機能を有しており、災害発生時等には、オンライン関係人口と

なり地域とのつながりを確保することや災害ボランティア等により地域を支援することが期

待される。関係人口は、地域の人との関係性に関してレジリエンス機能を有すと考えられる。 

一方で、三大都市圏に居住者のうち、約８割の人が居住地における地域活動に参加したこ

とがないと回答する等、地域への無関心層が多く存在しており、居住地以外を含めた“地域”

に対する興味を増進させることが重要である。 

関係人口の地域との関わり方については、地域との結びつき度が強い直接寄与型から、就

労型（現地就労）、参加・交流型、就労型（テレワーク）、趣味・消費型まで多種多様となって

いる。地域に多様な関係人口が関わることにより、地域住民と関係人口が連携・協働した地

域づくり活動につながり、地域づくりの質と量の向上が期待できるほか、多様な関係人口の

存在が地域住民及び関係人口を触発し、地域の内発的発展への直接的な寄与を促すことにつ

ながると思料される。ただし、地域があらかじめ地域ビジョンを策定し、地域に関係人口を

誘引する場合であっても、とりあえず関係人口を地域に入れて地域住民と関係人口が連携・

協働して地域ビジョンを策定する場合であっても、地域住民が主体的に地域ビジョンの策定

に関わることが重要である。この際、地域側においては、多様な人間関係資本を有しており、

地域づくりに責任を持って取り組めるキーパーソンの存在が重要になる。 

 

都市住民が地方部の関係人口となるきっかけとしては、仕事や観光で地域を訪れたことが

ある、親族、知人・友人が住んでいる、住んでいた、かつて住んでいた、職場や学校に通って
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いたことがあるなど、地縁・血縁又は何らかの理由により地域を訪問していることが多い9。

地域を訪れた際に、地域との“関わりしろ”と偶発的に遭遇することができれば、地域を継

続して訪問するようになり、地域との関わりを持つ関係人口となる。そのためには、計画的

に偶発性を生み出すとともに、関係人口と地域のつながりをサポートすることが重要である。

“関わりしろ”については、地域と関係人口がお互いの弱いモノを交換するような視点も重

要となる。また、地方部（地域）に関心がない人をはじめとして、地域に人を誘引していく

取組が必要となる。 

地域の人と関係人口のつながりのサポートについては、「人」、「場」、「仕組み」の観点から

次のとおり整理される。 

「人」は、地域の人と関係人口を結びつける役割を果たす関係案内人や中間支援組織等の

ことであり、拠点の場所にかかわらず都市側及び地方側の両方の視点を持ち、地域を客観的

な視点でみることが可能な人であり、偶発性を装いながら必然性をデザインする場の編集人

である。関係案内人等が有効に機能するためには、経済的な安定性の確保を含め、関係案内

人のモチベーションを保つ仕組みのほか、関係案内人を育成する仕組みが必要となる。 

「場」は、地域の人と関係人口の接点が生まれ、活動の息づかいを感じることができる関

係案内所等のことであり、誰もが自由に立ち寄ることが可能で外部を含めた不特定多数の人

が集まることにより接触率が高まる場所である。カフェ、商店、ショッピングモール、駅な

どが関係案内所になる可能性もある。｢場｣については、疑似体験が行えるなど、個性的なコ

ンテンツを発信するバーチャルなものが含まれる。｢場｣は完成されている必要はなく“関わ

りしろ”が残っていることが重要な要素であり、既存ストックを有効活用し、地域の人と関

係人口が連携・協働して再整備するといった視点も必要となる。 

「仕組み」とは、地域の人と関係人口の信頼関係を構築することにより“つながり”を創

出し、共創環境を生み出していくことである。オンラインとオフライン（リアル）の相互補

完が適切に行われれば、SNS 上に形成されるオンラインコミュニティやオンラインイベント

等が地域を訪問することのハードルを下げる有効な手段となり得る。バーチャルな仕組み（場）

が機能するためには、インターネットリテラシーが高い人材（個性を引き出すための情報の

編集力や行動の変容を促すためのデザイン性と物語性を持ったコンテンツが作成できるセン

スを持った人）が必要となることから、このような人材の育成が必要となる。 

また、シェアリングについても、滞在場所を提供するサービス等、社会的な機能を有する

シェアリング（一部のシェアリングエコノミーを含む）を適切に活用していく必要がある。 

地域づくりにおける関係人口の位置づけは、専門分野等を持つ関係人口はそれを活かした

取組を地域で行い、特別な能力がない関係人口でもそれぞれの想いや興味により地域に関わ

る等、地域に関わるクリエーターであるが、地域住民と同様にグラデーションがある。地域

づくりの主体はあくまでも地域住民であることを再認識しつつ、地域の実情に応じた関係人

口と地域の連携・協働の在り方を模索していくことが必要である。 

 

                                                   
9  地域との関わりを継続したい理由として、“楽しい、リフレッシュできる”という回答の割

合が高いことから、地域との関わりは決して義務的ではないと推測される。 
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4.2. 施策の方向性 
関係人口は訪問先の地域活力の維持・向上に資するだけではなく、地域を訪問する側にと

っても“よく生きるため”の手段として非常に有効なものであり、関係人口の拡大・深化に

は大きな意義がある。関係人口の拡大・深化を図るためには、無関心層をはじめとして、人々

の地域への興味を増進させ、地域に人を誘引するとともに、地域を訪れている（訪れたこと

がある）人と地域との偶発的な出会いを生み出し、関係性を持続的なものとすることが重要

である。これに大きな役割を果たすのが、中間支援的な役割を果たす組織や関係案内人等で

ある。中間支援的な役割を果たす組織や関係案内人等は既に一部で存在しており、関係案内

所的な場所の運営やイベントの実施など、オンライン空間を含めて様々な活動が民間を含め

て実施されているところである。行政には、地域の実情によって異なる活動の阻害要因を分

析し、地域側及び都市側で自発的に行われている又はこれから新たに行われようとする取組

について、適切なバックアップを図っていくことが求められる。 

特に、取組の継続性の確保が必要である。民間が運営する場合には、収支の確保等が図れ

るように支援を行い、最終的には取組が自走できるようにすべきである。 

また、人材については、育成するという観点が必要である。関係人口と連携・協働した地

域づくりにおいては、地域側のキーパーソンや関係案内人が重要であり、地域内外を理解し

翻訳することやコミュニケーション能力等が求められる。これらの人が地域に存在しない場

合や関係案内人等になることを希望する人がいる場合等に備え、育成プログラムを整備し、

適切に実施していくことが必要である。さらに、キーパーソン等については、地域にて地道

に活動している人を発掘し、キーパーソン等同士のネットワークを構築することが重要であ

る。 

さらに、三大都市圏居住者及びその他地域居住者の双方とも、居住地における地域活動へ

の関心が低いことから、地域に対して興味を持ってもらうことが必要となる。これは、関係

人口の拡大・深化の観点からも有効である。これまで以上に地域に係る情報発信を行うとと

もに、地域教育の在り方の見直し等が必要となる。 

 

4.3. 関係人口と連携・協働した地域づくりにおける行政の具体的な役割 
各府省、各都道府県等の行政機関が実施する既存の施策には、関係人口の拡大・深化に資

するものが既に存在しており、行政の基本的な役割としては、地域、関係案内人、中間支援

組織等が行いたいことについて、既存の施策が活用できるように支援を行うことが重要であ

る。その上で、次に述べるような役割が期待される。 

 

（１）つながりのサポートが有効に機能する（関係案内人及び関係案内所や中間支援組織が

活動できる）環境の整備 

  ○ 関係案内人及び中間支援組織が活動を立ち上げる際、又は関係案内所を開設する際

において、初期費用の補助や事業計画の策定等の支援を実施 

  ○ 取組に対する地域住民の理解や都市側に対する信頼を得るために、関係案内人、中

間支援組織、関係案内所等の信頼性の行政による担保（行政が取組をバックアップ） 
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  ○ 経済的な自立など、取組の継続性の確保に向けて、民間事業者からの継続的な支援

等が得られるように、行政機関が関係案内人や中間支援組織等と民間事業者とのつな

がりの創出 

  ○ 関係案内人及び中間支援組織に担い手を育成する研修の実施を検討する等、人材育

成プログラムを整備 

（２）地域側が活動できる環境の整備 

○ 地域教育の在り方の見直し 

○ 自治体職員がキーパーソンやプレイヤーとなる可能性を想定し、組織内部でコミュ

ニケーションを図り、地域おこし協力隊、集落支援員等と連携しつつ、関係者間でネ

ットワークを形成し、地域に対して人的な支援を実施する。また、出先機関を含む国

及び都道府県が地域に職員を派遣して取組を支援 

○ 信頼性が高い自治体の広報誌等を用いて、関係人口と地域住民が行っている取組を

地域に向けて情報発信することにより、関係人口に関する理解の醸成 

○ 活動に見合った対価が得られるような支援を実施するなど、地域において地域維持

活動や地域づくりを行っている人の経済的安定の確保 

○ 行政がハブとなり、同じ感覚や課題を持つ地域づくりのキーパーソンやプレイヤー

が集まり、悩みや解決策を交換することができる場や仕組みを設けるなど、地域間で

連携できるような地域づくりのキーパーソン、プレイヤー等のネットワーク形成の後

押し 

○ 地方自治体が補助金、交付金等を活用し、光ファイバー網等、地域におけるインタ

ーネットインフラ（高速回線）の整備 
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■ 関係人口の実態把握における三大都市圏の定義 

【下図の着色した地域（灰色部分を除く）】 

首都圏の既成市街地または近郊整備地帯、中部圏の都市整備区域、近畿圏の既

成都市区域または近郊整備区域に含まれる市区町村（人口密度が当該大都市圏平

均よりも低い、かつ、1 次産業就業者割合が当該大都市圏平均よりも高い市町村

を除く）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

首都圏都市部 大阪圏都市部 

名古屋圏都市部 


